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序章 計画の概要 
 
序－１．計画策定の背景 

・近年、頻発する大地震に加え、東海、東南海・南海、首都直下型地震などの発生が切迫して

いる状況を受け、国は地震被害の軽減を図るために「建築物の耐震改修の促進に関する法律

(耐震改修促進法)」を平成 17年に改正しました。 

・このなかで、国や県・市町、国民の責務などが明確にされるとともに、基本方針が策定され、

平成 27 年度までに、住宅・特定建築物の耐震化達成率を 90％にすることが目標に掲げられ

ました。 

・石川県は、この改正を受け平成 19 年６月に「石川県耐震改修促進計画」を定め、平成 27 年

度までに県内の住宅・特定建築物の耐震化達成率を国と同様の 90％とすることを目標に掲げ

ており、各市町においても「耐震改修促進計画」の策定作業を進めています。 

・本計画は、上記の背景を勘案し、白山市内の住宅・特定建築物の耐震化を促進し、地震被害

を軽減するために策定するものです。 

 

■ 石川県耐震改修促進計画における耐震化の目標 ■ 

 

出典. 石川県耐震改修促進計画(平成 19年６月) 
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序－２．計画の概要 
１）計画の位置づけ 

・本計画は、「建築物の耐震改修の促進に関する法律(平成 17年 11 月改正)」および「石川県耐

震改修促進計画(平成 19年６月)」を踏まえ、本市における住宅・特定建築物の耐震診断・耐

震改修を促進するための計画として定めるものです。 

・また、本市のまちづくりの指針である「白山市総合計画～白山市みらい創造プラン」に基づ

くとともに、地域防災計画や都市計画マスタープラン(策定中)など、基本施策との整合を図

りつつ定めます。 

■ 計画の位置づけ ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）計画期間 

・本計画は、平成 19 年度から平成 27 年度までの９年間で、耐震診断・耐震改修の促進を図る

ための目標とその取り組みを明らかにします。 

・なお、中間期に計画の進捗状況等と合わせて検証し、必要に応じて目標や計画内容を見直し

ます。また、それ以外にも制度の見直しや大規模な災害の発生等により、見直しの必要が生

じた場合には、弾力的に見直しを図ります。 
 

□国 
・耐震改修促進法の改正 
・建築物の耐震診断および耐震改修
の促進を図るための基本方針 

□石川県 
石川県耐震改修促進計画 

■白山市のまちづくりの指針 
・白山市総合計画 

■市の基本施策 
・地域防災計画 
・都市計画マスタープラン 等 

白山市耐震改修促進計画 

住宅・建築物の耐震化の促進 
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３）耐震化を促進する建築物 

・本計画では特に耐震化を図るべき建築物として、次のうち、建築基準法等の耐震関係規定に

適合していない建築物（耐震強度が不足する建築物）を対象に、耐震化を促進します。 
 

(１)住 宅  

・阪神・淡路大震災では、死者数の約９割が住宅の倒壊等によるものでした。生命、財産を守

るための基本となる、住宅の耐震化を促進します。 
 

(２)特定建築物 

・地震により倒壊した場合、大きな被害をもたらすことが想定される建築物（特定建築物）に

ついて、耐震化を促進します。 

・特定建築物としては、多数の人が利用する建築物、被災することにより甚大な被害が発生す

ることが想定される危険物等を取り扱う建築物、地震発生時に通行を確保すべき道路沿道の

建築物などがあります。 

※４～６ページ「特定建築物一覧」等 参照 

(３)防災上重要な建築物 

・災害時の活動拠点や避難所になる以下の市指定施設について、耐震化を促進します。 

①拠点型施設…………………………災害時に拠点として機能する施設 

②避難型施設(第２次避難施設)……災害時に避難所となる施設 

③入所型施設…………………………災害時に援護が必要な住民が利用する施設 

※７～11ページ「防災上重要な建築物一覧」参照 
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■ 特定建築物一覧 ■ 

用    途 特定建築物の規模要件 

住宅   住
宅 賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

小学校、中学校、中等教育学校の前期課程、盲学校、聾学校
若しくは養護学校 

階数 2以上かつ 1,000 ㎡以上 
（屋内運動場の面積を含む） 学

校 

上記以外の学校 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

体育館（一般公共の用に供されるもの） 階数 1以上かつ 1,000 ㎡以上 

ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する運動施
設 

階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

病院、診療所 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

集会場、公会堂 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

展示場 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

卸売市場 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

ホテル、旅館 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

事務所 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

老人ホーム、老人短期入所施設身体障害者福祉ホームその他これ
らに類するもの 

階数 2以上かつ 1,000 ㎡以上 

老人福祉センター、児童厚生施設身体障害者福祉センターその他
これらに類するもの 

階数 2以上かつ 1,000 ㎡以上 

幼稚園、保育所 階数 2以上かつ 500 ㎡以上 

博物館、美術館、図書館 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

遊技場 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

公衆浴場 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブダンスホールその他
これらに類するもの 

階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行 
その他これらに類するサービス業を営む店舗 

階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

工場（危険物の貯蔵所又は処理場の用途に供する建築物を除く。） 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物
で旅客の乗降又は待合の用に供するもの 

階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

遊技場 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施
設 

階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

郵便局、保健所、税務署、その他これらに類する公益上必要な建
物 

階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 （詳細は次頁
Ⅰ参照） 

制令で定める数量以上の危険物を貯
蔵、処理する全ての建築物 

地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路の通行
を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがあり、その
敷地が緊急輸送道路に接する建築物（詳細は次頁Ⅱ参照） 

全ての建築物 
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Ⅰ 特定建築物となる危険物の数量一覧 

ⅰ）特定建築物の要件 

・以下の表の数量以上の危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

ⅱ）指示対象となる特定建築物の要件 

・床面積の合計が 500 ㎡以上でかつ以下の表の数量以上の危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供す

る建築物 

 
危険物の種類 危険物の数量 

火薬類（法律で規定） 
イ 火薬 
ロ 爆薬 
ハ 工業雷管及び電気雷管 
ニ 銃用雷管 
ホ 信号雷管 
へ 実包 
ト 空包 
チ 信管及び火管 
リ 導爆線 
ヌ 導火線 
ル 電気導火線 
ヲ 信号炎管及び信号火箭 
ワ 煙火 
カ その他の火薬を使用した火工品 
  その他の爆薬を使用した火工品 

 
10ｔ 
15ｔ 
50 万個 
500 万個 
50 万個 
5 万個 
5 万個 
5 万個 
500ｋｍ 
500ｋｍ 
5 万個 
2ｔ 
2ｔ 
10ｔ 
15ｔ 

②消防法第 2条第 7項に規定する危険物 
危険物の規制に関する政令別第三の指定
数量の欄に定める数量の 10 倍の数量 

③危険物の規制に関する政令別表第 4備考第 6号に規定す
る可燃性固体類及び同表備考第 8号に規定する可燃性液体
類 

可燃性固体類 30ｔ 
可燃性液体類 20ｍ3 

④マッチ 300 マッチトン※ 
⑤可燃性のガス(⑦及び⑧を除く。) 2 万ｍ3 
⑥圧縮ガス 20 万ｍ3 
⑦液化ガス 2,000ｔ 
⑧毒物及び劇物取締法第 2条第 1項に規定する毒物又は同
条第 2項に規定する劇物（液体又は気体のものに限る。） 

毒物 20ｔ 
劇薬 200ｔ 

※マッチトンはマッチの計量単位。１マッチトンは、並型マッチ(56 36 17mm)で、7,200 個、約 120kg。 
 
Ⅱ 地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難と
するおそれがあり、その敷地が緊急輸送道路に接する建築物 

※次ページ「市内緊急輸送道路ネットワーク図」参照 

 

①前面道路幅員が 12ｍを超える場合 
 幅員の 1/2 の高さを超える建築物 

②前面道路幅員が 12ｍ以下の場合 
 6ｍの高さを超える建築物 
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■ 市内緊急輸送道路ネットワーク図 ■ 
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■ 防災上重要な建築物一覧 ■ 

Ⅰ 拠点型施設 【災害時に拠点として機能する施設】 
番号 施 設 名 地域 地区名 種 別 

1 白山市役所（本庁） 松任   本庁 

2 美川支所 美川   支所 

3 鶴来支所 鶴来   支所 

4 河内支所、河内公民館 河内 河内 支所、公民館 

5 吉野谷支所 吉野谷   支所 

6 鳥越支所、鳥越公民館 鳥越 鳥越 支所、公民館 

7 尾口支所、尾口公民館 尾口 尾口 支所、公民館 

8 白峰支所 白峰   支所 

9 白山石川広域事務組合本部署庁舎 
松任消防署 松任   消防署 

10 白山石川広域事務組合本部署庁舎 
松任消防署千代野分署 松任   消防署分署 

11 白山石川広域事務組合 
美川消防署 美川   消防署 

12 白山石川広域事務組合 
鶴来消防署 鶴来   消防署 

13 白山石川広域事務組合 
白山消防署 

河内、吉野谷 
鳥越、尾口   消防署 

14 白山石川広域事務組合 
白山消防署白峰分署 白峰   消防署分署 

15 松任公民館（松任文化会館内） 松任 松任 公民館 

16 石川公民館 松任 石川 公民館 

17 柏野公民館 松任 柏野 公民館 

18 笠間公民館 松任 笠間 公民館 

19 宮保公民館 松任 宮保 公民館 

20 一木公民館（松任青少年体育館併設） 松任 一木 公民館 

21 出城公民館（勤労青少年ホーム） 松任 出城 公民館 

22 御手洗公民館 松任 御手洗 公民館 

23 旭公民館 松任 旭 公民館 

24 中奥公民館 松任 中奥 公民館 

25 林中公民館（林中農村研修センター） 松任 林中 公民館 

26 郷公民館 松任 郷 公民館 

27 山島公民館（山島農村研修センター） 松任 山島 公民館 

28 千代野公民館（分館、千代野児童センター） 松任 千代野 公民館 

29 加賀野公民館 松任 加賀野 公民館 

30 美川公民館（美川図書館内） 美川 美川 公民館 

31 蝶屋公民館（美川文化会館内） 美川 蝶屋 公民館 

32 湊公民館（湊地区学習等供用施設） 美川 湊 公民館 

33 一ノ宮公民館 鶴来 一ノ宮 公民館 

34 鶴来公民館（鶴来社会教育センター内） 鶴来 鶴来 公民館 

35 蔵山公民館 鶴来 蔵山 公民館 

36 林公民館 鶴来 林 公民館 

37 舘畑公民館 鶴来 舘畑 公民館 

38 吉野谷公民館 吉野谷 吉野谷 公民館 

39 白峰公民館 白峰 白峰 公民館 
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Ⅱ 避難型施設（第２次避難施設） 【災害時に避難所となる施設】 
番号 施 設 名 地域 地区名 種 別 

1 松任高校体育館（県施設） 松任 松任 学校（体育館） 

2 サンライフ松任 松任 松任 研修センター 

3 松任小学校体育館 松任 松任 学校（体育館） 

4 松任中学校体育館 松任 松任 学校（体育館） 

5 若宮公園体育館 松任 松任 体育館 

6 松任文化会館 松任 松任 文化会館 

7 わかみや保育所 松任 松任 保育所 

8 東部農村研修センター 松任 松任 研修センター 

9 東幼稚園 松任 松任 幼稚園 

10 北陽小学校体育館 松任 松任 学校（体育館） 

11 あいのき保育所 松任 松任 保育所 

12 松任総合運動公園体育館 松任 松任 体育館 

13 石川公民館軽体育館 松任 石川 公民館（体育館） 

14 石川保育所 松任 石川 保育所 

15 石川小学校体育館 松任 石川 学校（体育館） 

16 柏野公民館軽体育館 松任 柏野 公民館（体育館） 

17 日輪体育館 松任 笠間 体育館 

18 笠間公民館 松任 笠間 公民館 

笠間中学校体育館 学校（体育館） 
19 

笠間体育館 
松任 笠間 

体育館 

20 宮保公民館軽体育館 松任 宮保 公民館（体育館） 

21 松陽小学校体育館 松任 笠間 学校（体育館） 

22 一木公民館 松任 一木 公民館 

23 松任青少年体育館 松任 一木 体育館 

24 出城公民館軽体育館 松任 出城 公民館（体育館） 

25 蕪城小学校体育館 松任 出城 学校（体育館） 

26 北部農村健康センター 松任 出城 研修センター 

27 蕪城保育所 松任 出城 保育所 

北星中学校体育館 学校（体育館） 
28 

北星体育館 
松任 出城 

体育館 

29 千代野小学校体育館 松任 千代野 学校（体育館） 

30 松任海浜温泉 松任 御手洗 温泉施設 

31 はまなす保育所 松任 御手洗 保育所 

32 御手洗公民館 松任 御手洗 公民館 

33 シーサイド松任 松任 御手洗 宿泊研修センター 

34 旭丘小学校体育館 松任 旭 学校（体育館） 

光野中学校体育館 学校（体育館） 
35 

光野体育館 
松任 旭 

体育館 

36 旭保育所 松任 旭 保育所 

37 旭丘体育館（旭公民館） 松任 旭 公民館（体育館） 

38 翠星高校体育館（県施設） 松任 中奥 学校（体育館） 

39 中奥公民館軽体育館 松任 中奥 公民館（体育館） 

40 東明小学校体育館 松任 中奥 学校（体育館） 

41 松南小学校体育館 松任 林中 学校（体育館） 

42 林中公民館軽体育館 松任 林中 公民館（体育館） 
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番号 施 設 名 地域 地区名 種 別 

43 郷公民館軽体育館 松任 郷 公民館（体育館） 

44 山島公民館（農村健康センター） 松任 山島 公民館 

45 山島保育園 松任 山島 保育所 

46 千代野会館（老人福祉センター千代野） 松任 千代野 研修センター 

47 千代野保育所 松任 千代野 保育所 

48 千代野体育館 松任 千代野 体育館 

49 加賀野体育館 松任 加賀野 公民館 

50 美川スポーツセンター 美川 美川 体育館 

51 美川小学校体育館 美川 美川 学校（体育館） 

52 蝶屋小学校体育館 美川 蝶屋 学校（体育館） 

53 湊小学校体育館 美川 湊 学校（体育館） 

54 白山青年の家（県施設） 鶴来 一ノ宮 宿泊研修センター 

55 一ノ宮公民館 鶴来 一ノ宮 公民館 

学校 
56 朝日小学校 鶴来 鶴来 

学校（体育館） 

学校 
57 鶴来中学校 鶴来 鶴来 

学校（体育館） 

58 白山郷公園 鶴来 鶴来 体育館 

59 鶴来高校（県施設） 鶴来 蔵山 学校 

60 蔵山公民館 鶴来 蔵山 公民館 

学校 
61 広陽小学校 鶴来 林、舘畑 

学校（体育館） 

62 林公民館 鶴来 林 公民館 

63 双葉保育所 鶴来 林 保育所 

学校 
64 明光小学校 鶴来 蔵山、林 

舘畑 学校（第２体育館） 

65 農村環境改善センター 鶴来 蔵山、舘畑 研修センター 

学校 
66 北辰中学校 鶴来 蔵山、舘畑 

学校（体育館） 

67 鶴来総合文化会館 鶴来 林、舘畑 文化会館 

68 舘畑公民館 鶴来 舘畑 公民館 

学校 
69 河内小中学校 河内 河内 

学校（体育館） 

70 ウッディホール 河内 河内 体育館 

71 かわち保健センター 河内 河内 保健・福祉施設 

72 ふるさと保養センター清流 河内 河内 宿泊施設 

73 白山ろく体育館 吉野谷 吉野谷 体育館 

74 吉野谷公民館 吉野谷 吉野谷 公民館 

75 吉野谷支所 吉野谷 吉野谷 支所 

76 吉野谷ふれあい交流センター 吉野谷 吉野谷 研修センター 

77 吉野谷セミナーハウス 吉野谷 吉野谷 研修センター 

78 河内保育所・児童館 鳥越 鳥越 幼稚園・保育所 

79 鳥越ふるさとセンター 鳥越 鳥越 研修センター 

80 鳥越中学校体育館 鳥越 鳥越 学校（体育館） 

81 鳥越小学校体育館 鳥越 鳥越 学校（体育館） 
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番号 施 設 名 地域 地区名 種 別 

82 尾口小中学校体育館 鳥越、尾口 鳥越、尾口 学校（体育館） 

83 尾添コミュニティセンター 尾口 尾口 研修センター 

84 北竜会館 尾口 尾口 体育館 

85 かんぽの郷白山尾口（民間） 尾口 尾口 宿泊施設 

86 白峰老人福祉センター 白峰 白峰 保健・福祉施設 

87 白峰福祉複合施設カルテット 白峰 白峰 保健・福祉施設 

88 白峰コミュニティホール 白峰 白峰 公民館 

小学校 

中学校 89 白峰小中学校 白峰 白峰 

学校（体育館） 

90 白峰公民館 白峰 白峰 公民館 

 
Ⅲ．入所型施設 【災害時に援護が必要な住民が利用する施設】 

番号 施 設 名 地域 種 別 

1 公立松任石川中央病院 松任 病院 

2 公立つるぎ病院 鶴来 病院 

3 矢ヶ崎外科医院（民間） 松任 病院 

4 医療法人敬愛会 松南病院（民間）   松任 病院 

5 有川整形外科医院（民間） 松任 病院 

6 医療法人社団 下崎整形外科医院（民間） 松任 病院 

7 松葉外科胃腸科クリニック（民間） 美川 病院 

8 新村病院（民間） 鶴来 病院 

9 吉野谷診療所 吉野谷 診療所 

10 
白峰診療所、白峰保健センター 
（白峰福祉複合施設カルテット内） 

白峰 診療所、保健センター 

11 健康センター松任 松任 保健センター 

12 美川すこやかセンター 美川 保健センター 

13 鶴来保健センター 鶴来 保健センター 

14 かわち保健センター 河内 保健センター 

15 湊健康増進センター 美川 健康増進センター 

16 吉野谷健康管理センター 吉野谷 健康増進センター 

17 尾口健康増進センター 尾口 健康増進センター 

18 千代野会館（老人福祉センター千代野） 松任 老人福祉センター 

19 会館 加賀野 松任 老人福祉センター 

20 
美川老人福祉センター緑寿荘 
（白山市社会福祉協議会） 

美川 老人福祉センター 

21 鶴来老人福祉センター蓬莱荘 鶴来 老人福祉センター 

22 河内老人福祉センター 河内 老人福祉センター 

23 吉野谷老人福祉センター くろゆり荘 吉野谷 老人福祉センター 

24 
鳥越老人福祉センター 
（白山市社会福祉協議会） 

鳥越 老人福祉センター 

25 白峰老人福祉センター 白峰 老人福祉センター 

26 福寿園、ケアハウスまつとう（民間）  松任 
特別養護老人ホーム、 

ケアハウス 

27 松美苑（民間） 松任 特別養護老人ホーム 

28 特別養護老人ホームつるべ荘（民間） 松任 特別養護老人ホーム 
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番号 施 設 名 地域 種 別 

29 特別養護老人ホームキラッと篤寿苑（民間） 美川 特別養護老人ホーム 

30 あじさいの郷（民間） 鶴来 特別養護老人ホーム 

31 大門園（民間） 吉野谷 特別養護老人ホーム 

32 美杉の郷（民間） 白峰 特別養護老人ホーム 

33 身体障害者・老人福祉センターこがね荘 松任 その他福祉施設 

34 美川ボランティアセンター 美川 その他福祉施設 

35 鶴来障害者ふれあいセンター 鶴来 その他福祉施設 

36 かわちふるさと館 河内 その他福祉施設 

37 鳥越ふるさとセンター 鳥越 その他福祉施設 

38 あかね保育所 松任 その他福祉施設 

39 あかね保育所 分園 松任 その他福祉施設 

40 ひかり保育所 松任 その他福祉施設 

41 美川保育園 美川 その他福祉施設 

42 蝶屋保育園 美川 その他福祉施設 

43 湊保育園 美川 その他福祉施設 

44 一ノ宮保育所 鶴来 その他福祉施設 

45 鶴来第一保育所 鶴来 その他福祉施設 

46 鶴来第二保育所 鶴来 その他福祉施設 

47 蔵山保育所 鶴来 その他福祉施設 

48 富光寺保育所 鶴来 その他福祉施設 

49 鳥越保育所 鳥越 その他福祉施設 

50 尾口保育所 尾口 その他福祉施設 

51 社会福祉法人福寿会ケアハウス剣崎（民間） 松任 
ケアハウス、 

短期入所生活介護施設 

52 ケアハウス鳥越（民間） 鳥越 ケアハウス 

53 千代野苑（民間） 松任 介護老人保健施設 

54 なごみ苑（民間） 松任 介護老人保健施設 

55 社会福祉法人鳥越福祉会青い鳥（民間） 鳥越 障害者短期入所事業所 

56 仏子園（民間） 松任 障害者短期入所事業所 

57 ふるさと保養センター清流 河内 宿泊施設 

58 バードハミング鳥越 鳥越 宿泊施設 

59 国民宿舎白山一里野荘 尾口 宿泊施設 

60 白峰温泉御前荘 白峰 宿泊施設 
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第１章 耐震化の方針 
 
１－１．想定される地震 
１）想定される地震 

・「石川県地震被害想定調査(平成 10年３月)｣では、大聖寺、加賀平野、邑知潟、能登半島北方

沖および能登半島東方沖の５つの地震を想定し、その被害想定結果を示しています。 

・このうち、白山市に被害影響があるとされているのは、大聖寺、加賀平野、邑知潟の３つの

想定地震です。 

■ 白山市において想定される地震被害 ■ 

 
建物全壊
棟数 

炎上出火 
件数 

延焼棟数 死者数 負傷者数 
要救出 
者数 

避難者数 
上水道配水管 
被害箇所 

大聖寺の
地震 

9 0 0 8 26 22 148 249 

加賀平野
の地震 

191 5 0 21 195 126 2,180 938 

邑知潟の
地震 

0 0 0 8 5 0 39 68 

■ 想定地震の震源断層の位置 ■ 

 
出典：石川県地震被害想定調査(平成 10年３月) 

想定地震の概要 

想定地震 震源断層規模 

大聖寺の地震 

加賀平野の地震 

長さ 40 ㎞ 
幅さ 20 ㎞ 
傾き 鉛直 
Ｍ  7.0 

邑知潟の地震 

長さ 40 ㎞ 
幅さ 20 ㎞ 
傾き 鉛直 
Ｍ  7.0 

能登半島 
北方沖の地震 

長さ 40 ㎞ 
幅さ 20 ㎞ 
傾き 鉛直 
Ｍ  7.0 

能登半島 
東方沖の地震 

長さ 40 ㎞ 
幅さ 20 ㎞ 
傾き 鉛直 
Ｍ  7.0 

 

白山市 

※石川県地震被害想定調査参照の留意事項(報告書より抜粋) 
この調査は、地震被害等を予測するために地震の発生を想定しま
した。 
想定したような地震は発生しないかもしれません。規模、場所と
もに想定外の地震が起こることも考えられます。従って、「想定」は
「予知」と異なります。 
各種の被害発生の仕方は大変複雑で、この予測計算ではとらえ切
れない面があります。ですから、実際にはここに示した結果と異な
る可能性があります。 
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■ 大聖寺の地震における想定震度 ■ 
 

■ 加賀平野の地震における想定震度 ■ 
 

 
■ 邑知潟の地震における想定震度 ■ 

 

 
■ 能登半島北方沖の地震における想定震度 ■ 

 
出典：石川県地震被害想定調査(平成 10年３月) 
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２）地盤のゆれやすさ 

・中央防災会議※１が行ってきた震度分布の推計等の結果を用いて、内閣府が「表層地盤のゆれ

やすさマップ※２」を作成し、公表しています。 

・このマップによれば、市域の大半は 0.4～0.6 の平均的な値を示しており、特に白山麓方面に

おいては、0.0～0.2 と比較的ゆれにくい値となっています。 

■ 表層地盤ゆれやすさマップ ■ 

 

出典：表層地盤のゆれやすさ全国マップ(内閣府政策統括官/平成 17年 10 月) 

※１．中央防災会議：内閣総理大臣を会長とし、防災担当大臣をはじめとする全閣僚、指定公共
機関の長、学識経験者からなる会議で、防災に関する計画の作成やその実施の推進、重要
事項の審議などを行っている。 

※２．表層地盤のゆれやすさ：地表でのゆれの強さは、表層地盤のやわらかさの程度により決ま
るものであり、この図面は、各地の平均よりもやわらかい地盤に対して、地表でのゆれが
深部（工学的基盤）でのゆれに対して大きくなる割合（計測震度増分）を示したもの。 
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■ 参考．一律に M6.9 の震源を想定した場合の計測震度分布(震源上端深さ＝４㎞) ■ 

 

 
出典：内閣府資料(平成 17年 10 月) 

・地震情報などにより発表される震度階級は、観測点における揺れの強さの程度を数値化した

計測震度から換算されるものです。 

 

■ 計測震度と震度階級の関係 ■ 

計測震度 
0～ 
0.4 

0.5～ 
1.4 

1.5～ 
2.4 

2.5～ 
3.4 

3.5～ 
4.4 

4.5～ 
4.9 

5.0～ 
5.4 

5.5～ 
5.9 

6.0～ 
6.4 

6.5～ 

震度階級 0 1 2 3 4 5 弱 5 強 6 弱 6 強 7 

出典：気象庁ホームページ(http://www.jma.go.jp) 
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３）過去の地震 

・石川県内に被害をもたらした地震とその被害状況は、下表の通りです。 

 

■ 県内に被害をもたらした地震とその被害状況（明治以降） ■ 

震源地域 
または名称 

震度 
発生年月日 

北緯 東経 

マグニ 
チュード 

金沢 輪島 
被害の概況 

1891.10.28 
(明治 24) 

濃尾地震 
35.6 ﾟ   136.6 ﾟ 

8.0 4  
全体被害：死者 7,273､建物全壊 14万余､半壊 8万余､山崩
れ 1万余、石川県:家屋全壊 25 

1892.12. 9 
(明治 25) 

能登南西部地震 
37.1 ﾟ   136.7 ﾟ 

6.4 4  
能登：家屋､土蔵の損壊､11 日にも同程度の地震があり､
羽咋郡で死者 1､全壊 2 

1896. 4. 2 
(明治 29) 

能登半島 
37.5 ﾟ   137.3 ﾟ 

5.7 1  
能登半島:蛸島村で土蔵倒壊 2､家屋損壊 15、禄剛崎灯台
破損 

1930.10.17 
(昭和  5) 

大聖寺地震 
36.3 ﾟ   136.3 ﾟ 

6.3 3 3 
大聖寺、吉崎、小松付近：砂丘による崖崩れ､亀裂有り､
佐美山長さ 150m にわたる崖崩れ、死者片山津 1名 

1933. 9.21 
(昭和  8) 

七尾湾地震 
37.1 ﾟ   136.8 ﾟ 

6.0 2 4 能登半島：鹿島郡で死者 3、家屋倒壊 2、破損 143 

1944.12. 7 
(昭和 19) 

東南海地震 
33.8 ﾟ   136.6 ﾟ 

7.9 3 4 
全体被害：静岡、愛知、三重などで被害｡ 
死･不明者 1,223 人､住家全壊 17,599 など。石川県：住家
全壊 3 

1948. 6.28 
(昭和 23) 

福井地震 
36.2 ﾟ   136.2 ﾟ 

7.1 4 4 

全体被害：死者 3,769 人、家屋倒壊 36,186、半壊 11,816､
焼失 3,851 など。 
石川県：大聖寺、塩屋、瀬越、橋立、三木、片山津、南
郷：負傷者 453､家屋全壊 802､半壊 1,274 など 

1952. 3. 7 
(昭和 27) 

大聖寺沖地震 
36.5 ﾟ   136.2 ﾟ 

6.5 3 4 
石川、福井両県：死者 7、負傷者 8、家屋半壊 4、破損 82、
焼失 27 

1964. 6.16 
(昭和 39) 

新潟地震 
38.4 ﾟ   139.2 ﾟ 

7.5 2 4 

全体被害：死者 26 人、家屋全壊 1,960、半壊 6,640、浸
水 15,298、船舶など津波の発生や新潟市内では、地盤の
流動がみられた。 
石川県：津波により穴水湾を主に床上浸水 4、床下浸水
131、田畑冠水 

1983. 5.26 
(昭和 58) 

日本海中部地震 
40.4 ﾟ   139.1 ﾟ 

7.7 1 3 

全体被害：死者 104 人、負傷者 163、建物全壊 934、半壊
2,115、流出 52、船沈没 255、船流出 451、船破損 1,187
など。 
石川県：津波により負傷者 8、住家破損 2、床上浸水 3、
床下浸水 3 

1985.10.18 
(昭和 60) 

能登半島沖 
37.4 ﾟ   136.6 ﾟ 

5.7 2 4 負傷者 1､文教施設 29､被害総額 1,800 万円 
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震源地域 
または名称 

震度 
発生年月日 

北緯 東経 

マグニ 
チュード 

金沢 輪島 
被害の概況 

1993. 2. 7 
(平成  5) 

能登半島沖地震 
37.4 ﾟ   137.2 ﾟ 

6.6 4 5 

地震の概要：平成 5年 2月 7日、22時 27 分頃能登半島沖
でマグニチュード 6.6 の地震があり輪島で震度 5 の強震
を記録したほか、金沢、富山、高田、伏木でも震度 4 を
記録するなど、北陸地方を中心に東北から中国地方の広
い範囲で地震を記録した。この地震により、珠洲市を中
心に次のような被害が出た。 
被害状況：負傷者 29人、住家全壊 1、住家半壊 20、一部
破損 1、非住家 14、道路被害 142、水道断水 2,355 など被
害総額約 42億円 

1993. 7.12 
(平成  5) 

北海道南西沖地震 
42.8 ﾟ   144.4 ﾟ 

7.8  1 
全体被害:死者・不明者 231 人､負傷者 305 人､住家全壊
567､住家半壊 299、一部破損 2,691､被害船舶 1,715 など 
石川県：輪島市､珠洲市､富来町津波による船舶被害 24 

1995. 1.17 
(平成 7) 

兵庫県南部地震 
34.6 ﾟ  135.0 ﾟ 

7.2 3 3 

地震の概要：平成 7年 1月 17日、5時 46分、兵庫県南部
でマグニチュード 7.2 の地震があり、最大神戸等で震度
７を記録した 
ほか、京都等で震度 5、大阪等では震度 4を記録し、九州
から関東・北陸までの広い地域で有感となった。この地
震により、県内では金沢・輪島で震度 3を記録した。 
全体の被害：死者 6,434 人、不明 3人、負傷者 43,792 人
以上、住家全壊 104,906、半壊 144,274 と、1900 年代で
は関東大震災に次ぐ地震被害となった。 

2000. 6. 7 
(平成 12) 

石川県西方沖 
36.5 ﾟ  135.3 ﾟ 

6.2 3 4 

地震の概要：平成 12 年 6 月 7 日、7時 6分、石川県西方
沖でマグニチュード 6.2 の地震があり、小松市で震度 5
弱を記録したほか、北陸で震度 1～4、東北、中部、近 
畿、中国、四国地方で震度 1～3を記録した。 

2002.11.17 
（平成 14） 

石川県加賀地方 
36.3 ﾟ  136.7 ﾟ 

4.7 2 2 

石川県河内村直海、吉野谷村市原、尾口村女原で震度 4
を観測したほか新潟県から京都府にかけてと岐阜・長野
県で震度 1から 3を観測した。 
この地震による被害は、吉野谷村で一部道路破損 1箇所、
給水管破損 1 件、水道断水 1 棟で、河内村で、非住家一
部破損 1棟であった。 

2007.3.25 
（平成 19） 

能登半島地震 
37.2 ﾟ  136.7 ﾟ 

6.9 4 6 強 
被害状況：死者１､重傷者 88､軽傷者 250､全壊 685､半壊
1,735､一部損壊 26,932､非住家被害 4,471（平成 20 年 1
月 15日現在）      出典：石川県ホームページ 

出典：石川県地域防災計画(一部加筆) 
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４）県内の活断層 

・一般的に最近の地質時代に繰り返し活動し、将来も活動することが推定される断層を活断層

といい、地質時代の第四紀、約 200 万年前から現代までの間に動いたと見られています。 

・ただし、活断層が明らかになっていない地域でも地震は発生しているので、活断層の有無に

よって地震の発生を判断することはできません。 

■ 県内の活断層 ■ 

番号 断層名 確実度 活動度 長さ
(㎞) 1 山 伏 山 北 Ⅱ Ｃ 2 

2 若 山 川 ぞ い Ⅱ Ｃ 5 
3 石 坂 Ⅱ Ｃ 1 
4 大 川 ぞ い Ⅱ Ｃ 2 
5 滝 の 坊 断 層 Ⅰ Ｃ 5 
6 水 滝 断 層 Ⅰ Ｃ 1 
7 松 波 断 層 Ⅰ Ｃ 1.5 
8 上 市 之 瀬 断 層 Ⅱ Ｃ 2 
9 真 脇 北 方 Ⅱ Ｃ 1.5 
10 白 坂 山 東 方 Ⅱ Ｃ 1.5 
11 矢 波 山 断 層 Ⅰ Ｃ 3.5 
12 柿 生 西 方 Ⅱ Ｃ 2 
13 古 君 断 層 Ⅰ Ｂ 10 
14 鹿 波 南 断 層 Ⅰ Ｃ 0.5 
15 鹿 波 断 層 Ⅰ Ｃ 1 
16 旭 ケ 丘 断 層 Ⅰ Ｃ 2 
17 小 又 西 方 Ⅱ Ｃ 2.5 
18 原 断 層 Ⅰ Ｃ 1.5 
19 谷 内 西 方 Ⅱ Ｃ 2 
20 酒 見 断 層 Ⅰ Ｂ 4 
21 高 爪 山 西 方 Ⅱ Ｃ 1.5 
22 富 来 川 断 層 Ⅱ Ｂ 2 
23 田 尻 滝 西 方 Ⅱ Ｃ 2 
24 越 ヶ 口 西 方 Ⅱ Ｃ 0.5 
25 二 口 西 方 Ⅱ Ｃ 1 
26 鹿 島 西 断 層 Ⅰ Ｃ 3 
27 小 牧 断 層 Ⅰ Ｃ 3.5 
28 瀬 嵐 断 層 Ⅰ Ｃ 1 
29 富 来 川 南 岸 断 層 Ⅱ Ｂ 2 
30 永 田 付 近 Ⅱ Ｃ 2 
31 和 光 台 南 Ⅱ Ｃ 2 
32 福 浦 断 層 Ⅰ Ｃ 2.5 
33 半 の 浦 西 断 層 Ⅰ Ｃ 2 
34 半 の 浦 東 断 層 Ⅰ Ｃ 1 
35 無 関 断 層 Ⅰ Ｃ 0.5 
36 古 府 断 層 Ⅰ Ｃ 2 
37 徳 田 北 方 Ⅱ Ｃ 2.5 
38 高 浜 断 層 Ⅱ Ｂ 2 
39 眉 丈 山 第 １ 断 層 Ⅰ Ｂ 9 
40 眉 丈 山 第 ２ 断 層 Ⅰ Ｂ 10 
41 石 動 山 断 層 Ⅰ Ｂ 17 
42 坪 山 - 八 野 付 近 Ⅱ Ｃ 10 
43 内 高 松 付 近 Ⅱ Ｃ 2 
44 野 寺 付 近 Ⅰ Ｃ 14 
45 能 瀬 付 近 Ⅱ Ｃ 3 
46 森 本 断 層 Ⅰ Ｂ 18 
47 富 樫 断 層 Ⅰ Ｂ 18 
48 御 母 衣 断 層 Ⅱ Ｂ 60 

 

49 剣 ヶ 岳 断 層 Ⅱ B～C 20 

 
断 層 名 ： 確実度の低い断層については、断層名の代わりにその断層の通過地域を記名した

ものもある 
確実度Ⅰ ： 活断層であることが確実なもの 
確実度Ⅱ ： 活断層であると推定されるもの 
活動度Ａ ： 平均変位速度が１ｍ/1000 年以上、10ｍ/1000 年未満のもの 
活動度Ｂ ： 平均変位速度が 10 ㎝/1000 年以上、１ｍ/1000 年未満のもの 
活動度Ｃ ： 平均変位速度が１㎝/1000 年以上、10㎝/1000 年未満のもの 

出典：石川県地域防災計画 
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１－２．耐震化の必要性 
１）平成７年(1995 年)兵庫県南部地震 ～阪神・淡路大震災～ 

・平成７年１月 17 日午前５時 46 分頃、淡路島北部でマグニチュード 7.3 の地震が発生し、神

戸市の一部の地域等において震度７を観測しました。 

・この地震による死者数は 6,434 人にのぼり、このうち地震による直接的な死者数は約 5,500

人となっています。また、地震による直接的な死者数の約９割は、住宅の下敷きなどにより

命を奪われたことがわかっています。 

・さらに、倒壊した建築物等から火災が発生したほか、避難や救援、消火の妨げとなり、被害

の拡大をまねきました。この地震では、昭和 56 年以前の建築物（「新耐震基準」以前の建築

物）に大きな被害が出ていることが確認されています。 

 
■ 死 因 ■ 

焼死
10.0%

その他
2.2%

建物倒
壊等に
よる圧
死
87.8%

 

■ 建築時期別被害状況 ■ 

74.7%

34.2%

16.7%

37.3% 28.6%

8.7%

0% 25% 50% 75% 100%

S57以降

S56以前

軽微・無被害 中・小破 大破以上
 

出典：左図-平成７年度版警察白書、 
右図-改正 建築物の耐震改修の促進に関する法律・同施行令等の解説(国土交通省住宅局建築指導課編集) 

 

２）平成 19 年(2007 年)能登半島地震 

・平成 19 年３月 25 日午前９時 42 分頃、能登半島西岸付近の深さ約 10ｋｍでマグニチュード

6.9 の地震が発生し、石川県で最大震度６強を観測しました。 

・この地震により、県内では約 600 棟の住宅が全壊し、2,600 人超が、避難所生活を余儀なく

されました。 

■ 能登半島地震により倒壊した家屋 ■ 
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３）耐震化の必要性 

・地震発生の阻止や予想は困難ですが、地震の発生による被害を軽減することは可能です。 

・住宅および建築物の倒壊により、死傷者の発生、延焼火災の発生、消火・救援・避難活動の

遅れなど、被害が拡大することが既にわかっています。 

・住宅および建築物を倒壊しないようにすること、即ち、耐震化が、多くの生命や財産を守る

ために有効かつ効果的な方法です。 

■ 耐震化の必要性(イメージ) ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震に強い住まいとまち 

・地震による死者数が減少する 

・建築物の耐震化により緊急輸送道路や 
避難路が確保できる 

・仮設住宅の数やガレキ類が減少し、 
早期の復旧・復興が可能となる 

住宅および建築物の耐震化 
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■ 参考．木造建物に関する建築基準法と技術の変遷について ■ 

  地震年表 建築基準の変遷 

 1940   

 1942   

 1944   

 1946   

 1948 1948 年 福井地震Ｍ7.1  

S25 1950  1950 年 建築基準法制定(壁量の規定) 

 1952   

 1954   

 1956   

 1958   

S35 1960  1959 年 建築基準法改正(壁量の強化) 

 1962   

 1964 1964 年 新潟地震Ｍ7.5  

 1966 1965 年 十勝沖地震Ｍ7.5  

 1968   

S45 1970   

 1972  1971 年 建築基準法改正(基礎の布基礎化) 

 1974   

 1976   

 1978 1978 年 宮城県沖地震Ｍ7.4  

S55 1980   

 1982  1981 年 建築基準法改正(S56-壁量の再強化) 

 1984   

 1986   

 1988   

H2 1990   

 1992   

 1994 1995 年 兵庫県南部地震Ｍ7.2  

 1996   

 1998   

H12 2000 2000 年 鳥取西部地震Ｍ7.3 2000 年 建築基準法改正(壁量の再強化) 
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１－３．耐震化の方針 
１）住宅の耐震化 

・内閣府の「住宅における地震被害軽減に関する指針(平成 16 年８月)」では、居住者による住

宅の耐震改修を阻害する要因を下表左欄のように整理しています。 

・市としては、これらの阻害要因を取り除くため、助成制度の拡充や相談窓口機能の強化、啓

発普及活動などを実施し、市内の住宅・特定建築物の耐震化率向上を目指します。 

・また、公共施設の計画的な耐震改修、緊急輸送道路・指定道路の管理充実を図ります。 

■ 居住者による住宅の耐震改修を阻害する要因 ■ 

①費用・労力の負担 

・耐震診断に要する費用を払えない・払いたくない。 

・耐震改修(補強計画や補強工事)に要する費用を払えない・払いたくない。 

・耐震改修に伴う一時的な引越しや手間の多さが煩わしい。 

②技術的知識の不足 

・住宅の耐震化を行えば、人命がそれだけ安全になるということを知らない。 

・どこに、誰に相談してよいかがわからない。 

・地元の工務店などに相談しても、明確な対応をしてくれない。 

・耐震診断、耐震改修の一連の流れがわからない。 

・専門家に相談して説明されても、あまり効果があるとは思えない。 

③ライフサイクルとの 
不適応 

・現状のままで長期的に居住し続ける確証がない。 

・子育て・受験など費用・労力負担を避けたい事由がある。 

・高齢者世帯など今後の居住年限が限定されているため、長期的な安全を必
要と感じない。 

④想定される地震被害 
への意識の低さ 

・地震被害により人命を逸することの実感の無さ。 

・地震被害に関する臨場感の無さ。 

⑤効果のわかりにくさ ・耐震改修工事後の効果がわからない。 

出典：住宅における地震被害軽減に関する指針(平成 16年８月) 

 

■ 住宅の耐震改修阻害要因と耐震改修促進に向けた取り組み ■ 

住宅の耐震改修の阻害要因 耐震化への取り組み 

費用・労力の負担 

…費用が高い、面倒 等 

助成制度の拡充 

…耐震診断・耐震改修、税の特例措置 

技術的知識の不足 

…どうしてよいか分からない 等 

相談窓口の強化 

…耐震化に関する情報提供 

ライフサイクルとの不適応 

…そのうち住み替える 等 

簡易地震対策の紹介 

…家具固定、耐震家具など 

想定される地震被害への意識の低さ 

…自分は大丈夫 等 

効果のわかりにくさ 

…費用対効果や改修後の性能が評価できない 等 

啓発普及活動の実施 

…広報、インターネット、パンフレットなどによ

る啓発 
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③ 耐震改修 

② 耐震診断 

診断士 設計事務所 

施工業者 

白 山 市 

石 川 県 

いしかわ住宅相談・住情報ネットワーク 

（社）石川県建築士事務所協会 

（社）石川県建築士会 

（財）石川県建築住宅総合センター 

・本市は、耐震化へ向けて県や関係団体と連携した支援体制づくりを行い、所有者が耐震改修

を実施しやすい環境整備を目指します。 

 

■ 耐震改修の流れと支援体制のイメージ ■ 

【所有者】 

① 相 談 

改修の流れ 支援体制 

【事業者】 

相談・診断依頼 

指導・斡旋 

診断助成 

改修助成 

診 断 

設計・施工 

【行政】 

連携 

【関係団体】 

県内の住宅相談に対する迅速で的確な対応、総
合的な情報収集を行う。 
県内で住宅相談を行う主な機関を中心に構成。 

建築士法に定められている建築士事務所で、建
築の設計及び工事監理業務をしている事務所
から構成。 

建築士の職能を生かした地域貢献・まちづくり
活動等を展開。また、技術講習会や講演会・シ
ンポジウム等を開催。 

県内における建築・住宅・まちづくりに関する
知識の啓蒙・普及・調査研究のほか建築物の安
全性の確保のための防災対策を実施。 

情報提供 
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２）特定建築物の耐震化 
・地震により倒壊した場合、大きな被害をもたらすことが想定される特定建築物については、
啓発普及活動を通じて耐震化を呼びかけます。 

・また、緊急性の高い建築物（避難施設や防災拠点、災害時要援護者施設等）については優先
的に耐震化を促進し、特に公共建築物については、早期に耐震化を図ります。 

 
３）その他 地震時の総合的な安全対策への取り組み 

・市では、耐震改修を促進すると共に、地震被害から身を守るための最低限の簡易対策（安全
確保 等）の紹介および地域コミュニティ単位で避難、救助、助け合いが行われるように防災
意識の向上に努めます。 

■ 震災に備えた総合的な安全対策 ■ 

 所有者の地震対策 市の取り組み 

耐
震
改
修
の
促
進(

耐
震
性
の
確
保) 

 

●助成制度拡充等 
・耐震診断 
・耐震改修 
・税の特別措置(周知) 
 
●啓発普及 
・相談窓口設置 
・啓発パンフレット 
・情報提供 

生
活
空
間
の
安
全
確
保 

 

●安全対策(周知) 
【屋内】 
・耐震シェルター 
・防災ベッド 
・耐震家具 
・家具固定 
・天井落下対策 
【屋外】 
・ブロック塀倒壊対策 
・ガラス落下対策 防

災
意
識
の
向
上 

避
難
・
救
助
・
助
け
合
い 

 

●防災対策 
・地域防災訓練活用 
・要援護者の把握 
・地域コミュニティ醸成 
(社会福祉協議会等と
連携) 

 

屋内 
 

屋外 
 

ブロック塀倒壊対策 
 

ガラス落下対策 

耐震診断 

危険(全壊) 危険(半壊) 耐震性確保 

耐震 
改修 

耐震家具やシェルター等の導入 

震災時の住宅からの避難・救助・助け合い 

 防災ベッド 家具固定 

避難 
 
救助 
助け合い 

要援護者 要援護者 

？ 

ＯＫ ＮＧ ＮＧ 

    

倒壊したブロック塀 

…等々 

ＯＫ 

    

地域コミュニティ醸成 
助け合い・支えあい 
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第２章 耐震化の現状と目標 
 
２－１．住宅における耐震化の目標 
１）耐震化の現状 

・市内民間住宅の現況耐震化率(耐震性能保有率)は、平成 18 年現在において約 61％となって

おり、市内８地区においては 50％未満となっています。 

 

■ 市内民間住宅の現況耐震化率 ■ 

  
 

居住あり 
住宅数 耐震性あり 耐震性なし 

耐震化率 

白山市 31,822 19,251 12,571 60.5% 

松任地区 3,902 2,340 1,562 60.0% 

石川地区 1,250 828 422 66.2% 

柏野地区 317 134 183 42.3% 

笠間地区 685 364 321 53.1% 

宮保地区 538 284 254 52.8% 

一木地区 710 412 298 58.0% 

出城地区 2,043 1,386 657 67.8% 

御手洗地区 491 203 288 41.3% 

旭地区 2,118 1,427 691 67.4% 

中奥地区 1,539 1,057 482 68.7% 

林中地区 1,226 706 520 57.6% 

郷地区 897 529 368 59.0% 

山島地区 973 624 349 64.1% 

千代野地区 1,786 1,432 354 80.2% 

加賀野地区 658 395 263 60.0% 

美川地区 1,412 688 724 48.7% 

蝶屋地区 1,477 1,097 380 74.3% 

湊地区 890 475 415 53.4% 

一ノ宮地区 449 225 224 50.1% 

鶴来地区 1,480 647 833 43.7% 

蔵山地区 1,682 1,147 535 68.2% 

林地区 1,710 1,134 576 66.3% 

舘畑地区 1,332 848 484 63.7% 

河内地区 352 211 141 59.9% 

吉野谷地区 416 169 247 40.6% 

鳥越地区 972 311 661 32.0% 

尾口地区 209 64 145 30.6% 

白峰地区 308 114 194 37.0% 

MAX.千代野地区 80.18%、MIN.尾口地区 30.62% 

 
※1.耐震化率 ：耐震性のある建築物数の総建築物数に対する割合。  
※2.耐震性あり：昭和 57 年以降建築（新耐震）された建築物数と昭和 56 年以前建築（旧耐震）された建築物

数のうち耐震性のある建築物。（昭和 56 年以前の耐震性ありについては、国の調査に基づく
耐震性あり掛率を乗じて建築物数を算出。）住宅の各戸数は、課税台帳を基に算出した戸数で
ある。 
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２）耐震化の目標 

・本市の地域性を考慮し、都市計画区域及び県が指定した区域（河内地域）と、都市計画外区

域とを分けて耐震化目標値を掲げ、耐震改修を促進させるものとします。 

 

(１)都市計画区域および県が指定した区域 

松任地域（旧松任市）、美川地域（旧美川町）、鶴来地域（旧鶴来町）、河内地域（旧河内村） 

・建て替えや耐震改修が現状のまま進む場合（自然更新）、耐震化率は現状の約 62％から平成

27 年度には約 79％になるものと考えられます（約 17 ポイント上昇）。 

・また、平成 27 年度において、耐震化が必要な住宅数は約 6.8 千戸と推計されます。 

 

■ 市内民間住宅の耐震化率将来推計値【都市計画区域および県が指定した区域】 ■ 

  
 

居住あり 
住宅数 耐震性あり 耐震性なし 

耐震化率 

都市計画区域 
および県が指定した区域 

32,275 25,497 6,778 79.0％ 

 

・本計画では、平成 27 年度末までに耐震化率約 90％を達成することを目標とし、９年間で自

然更新を除く約 3,550 戸の耐震改修を促進させるものとします。 

 

■ 市内民間住宅の目標耐震化率【都市計画区域および県が指定した区域】 ■ 
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(２)都市計画区域外 

吉野谷地域（旧吉野谷村）、鳥越地域（旧鳥越村）、尾口地域（旧尾口村）、白峰地域（旧白峰村） 

・建て替えや耐震改修が現状のまま進む場合（自然更新）、耐震化率は現状の約 35％から平成

27 年度には約 50％になるものと考えられます（約 15 ポイント上昇）。 

・また、平成 27 年度において、耐震化が必要な住宅数は約１千戸と推計されます。 

 

■ 市内民間住宅の耐震化率将来推計値【都市計画区域外】 ■ 

  
 

居住あり 
住宅数 耐震性あり 耐震性なし 

耐震化率 

都市計画区域外 2,055 1,025 1,030 50.0％ 

 

・本計画では、平成 27 年度末までに耐震化率約 60％を達成することを目標とし、９年間で自

然更新を除く約 210 戸の耐震改修を促進させるものとします。 

 

■ 市内民間住宅の目標耐震化率【都市計画区域外】 ■ 
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２－２．特定建築物における耐震化の目標 
１）多数の者が利用する特定建築物 

・「石川県耐震改修促進計画」では、特定建築物の耐震化率現状 77％を平成 27 年度末に 90％に

することを目標に掲げています。 

・市内の特定建築物の耐震化率は現状約 63％（総棟数 463 棟、耐震性あり 293 棟）で、うち市

が所有する特定建築物の耐震化率は現状約 56％（市有施設棟数 254 棟、耐震性あり 141 棟）

となっています。 

・本計画では、平成 27 年度末までに耐震化率約 90％を達成することを目標とし、耐震改修を

促進させるものとします。 

 
     
総
棟
数 

耐
震
性
あ
り 

耐
震
性
な
し 

耐
震
化
率 

 用途 

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ/Ａ  

90
％
達
成
に 

必
要
な
耐
震
化
棟
数 

目
標
耐
震
化
率 

170 87 83 51.2%  66 90.0% 小学校、中学校、中等教育学校の前期課
程、盲学校、聾学校若しくは養護学校 (169) (87) (82) (51.5%)  (66) (90.5%) 

9 6 3 66.7%  2 88.9% 
学校 

上記以外の学校 
(0)     (0)  
18 12 6 66.7%  4 88.9% 

体育館（一般公共の用に供されるもの） 
(18) (12) (6) (66.7%)  (4) (88.9%) 
11 9 2 81.8%  1 91.0% 

病院、診療所 
(0)     (0)  
6 3 3 50.0%  3 100.0% 

集会場、公会堂 
(6) (3) (3) (50.0%)  (3) (100.0%) 
2 2 0 100.0%  0 100.0% 

展示場 
(1) (1) 0 (100.0%)  (1) (100.0%) 
4 2 2 50.0%  2 100.0% 百貨店、マーケット 

その他の物品販売業を営む店舗 (0)     (0)  
22 9 13 40.9%  11 91.0% 

ホテル、旅館 
(1) (0) (1) (0.0%)  (1) (100.0%) 
71 63 8 88.7%  1 90.0% 

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿 
(25) (22) (3) (88.0%)  (1) (92.0) 
30 13 17 43.3%  14 90.0% 

事務所 
(9) (3) (6) (33.3%)  (5) (88.9%) 
11 11 0 100.0%  0 100.0% 老人ホーム、老人短期入所施設、身体障害者福祉

ホームその他これらに類するもの (0)     (0)  
5 5 0 100.0%  0 100.0% 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福

祉センターその他これらに類するもの (5) (5) (0) (100.0%)  (0) (100.0%) 
21 9 12 42.9%  10 90.0% 

幼稚園、保育所 
(14) (3) (11) (21.4%)  (10) (92.9%) 
1 1 0 100.0%  0 100.0% 

遊技場 
(0)     (0)  
1 1 0 100.0%  0 100.0% 

公衆浴場 
(0)     (0)  
3 2 1 66.7%  1 100.0% 理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行 

その他これらに類するサービス業を営む店舗 (0)     (0)  
57 43 14 75.4%  9 91.0% 工場（危険物の貯蔵所又は処理場の用途に供する

建築物を除く。） (0)     (0)  
13 8 5 61.5%  4 100.0% 郵便局、保健所、税務署、その他これらに類する

公益上必要な建物 (6) (5) (1) (83.3%)  (1) (100.0%) 
8 7 1 87.5%  1 100.0% 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築

物 (0)     (0)  

463 293 170 63.3%  129 91.1% 合  計 
(254) (141) (113) (55.5%)  (92) (91.7%) 

耐 
 

震 
 

化 

※( )は、白山市が所有する特定建築物
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２）危険物を貯蔵、処理する建築物 

・火薬類、石油類、その他一定数量以上の危険物の貯蔵、処理を行う建築物（耐震改修促進法

令第３条）は、地震発生時に万が一倒壊に至った場合、多大な被害につながるおそれがあり

ます。 

・また、特定建築物となる危険物を貯蔵、処理する建築物以外の危険物を貯蔵、処理する建築

物（ガソリンスタンド等）も、地震発生時に多大な被害につながるおそれもあります。 

・このため、消防と連携し、これらの所有者に対して安全性や耐震性の確認及び確保を呼びか

け、耐震化を促進します。 

 

３）防災上重要な建築物 

・応急活動や防災業務の中心となる施設（拠点型施設）の現状耐震化率は 51％、避難者の収容

や市民生活に影響を与える施設（避難型施設）の現状耐震化率は 72％、被災者の一時収容や

救護所となる施設（入所型施設）の現状耐震化率は 73％となっています。 

・本計画では、平成 27 年度末までに耐震化率 100％を達成することを目標とし、早期に耐震改

修を促進させるものとします。 

 

４）災害時に道路閉塞が懸念される建築物 

・緊急輸送道路沿道の簡易調査※を行った結果、これらの道路沿道に災害時に道路閉塞が懸念さ

れる建築物が約 250 件確認されています。 

・このため、これらの所有者に対して安全性や耐震性の確認及び確保を呼びかけ、耐震化を促

進します。 

・また、緊急輸送道路のほか、災害時に通行を確保すべき道路として、避難所等に通じる道路

の基礎調査を実施し、避難路としての指定を検討します。 
 
※緊急輸送道路沿道の建築物で、地震によって倒壊した場合にその敷地に接
する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがある
建築物について、概ねの該当件数を把握するために行った調査。 
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第３章 耐震改修促進に向けた取り組み 
 
３－１．耐震診断、耐震改修の助成制度 

・既に交付している「既存建築物耐震改修促進事業補助金」の制度を拡充し、下記に掲げる重

点地区における耐震改修工事に対して、一般地区の助成額に 20万円の上乗せ補助を行います。 

 

■ 既存建築物耐震改修促進事業補助金 ■ 

対象建築物 
・在来軸組構法、伝統的構法および枠組壁構法による木造の住宅で、昭和 56 年
５月 31日以前に建築され、または工事に着手したもの。 

※共同住宅、寄宿舎および下宿を含む。 

交付対象者 ・市内に居住し、対象となる建築物を所有する者。 

一般 
地区 

・耐震診断  ：診断に要する費用の 2/3。限度額８万円。 
・耐震改修工事：工事に要する費用(耐震設計費含む)の 2/3。限度額 70万円 

(所得制限により 60万円の場合もある) 
補
助
金
額 重点 

地区 
・耐震診断  ：診断に要する費用の 2/3。限度額８万円。 
・耐震改修工事：工事に要する費用(耐震設計費含む)の 2/3。限度額 90万円 

 

■ 重点地区の設定 ■ 

①緊急輸送道路沿道(倒壊が懸念される特定建築物) 

・重点地区として、市地域防災計画に定める緊急輸送道路沿道を指定します。 

・緊急輸送道路は、災害時および災害後に避難、救急、復旧活動等が円滑に行われるための

重要な路線です。当該路線沿道の建築物が倒壊した場合、第３者への被害拡大を招く恐れ

があります。 

②人口集中地区(ＤＩＤ地区) 

・重点地区として、平成 17 年国勢調査における人口集中地区を指定します。 

・人口集中地区の要件は以下の通りです。 

1.平成 17年国勢調査基本単位区を基礎単位地域とする。 

2.市の境域内で人口密度の高い基本単位区（原則として人口密度が１㎞２当たり 4,000

人以上）が隣接していること。 

3.それらの地域の人口が平成 17 年国勢調査時に 5,000 人以上を有すること。 
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■ 耐震診断の手続きの流れ ■ 
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■ 耐震改修の手続きの流れ ■ 
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■ 国の住宅・建築物の耐震化に関する支援制度(住宅・建築物耐震改修等事業－国土交通省補助) ■ 

 
Ⅰ 目 的 

地震の際の住宅・建築物の倒壊等による被害の軽減を図るため、住宅・建築物の耐震性の向上に資す
る事業について、地方公共団体等に対し、国が必要な助成を行う。 

Ⅱ 事業の概要 

（１）耐震診断 

対象 要件 補助率 限度額 
戸建て住宅 
・ 

マンション 

民間実施：国 1/3 地方公共団体 1/3 
地方公共団体実施：国 1/2 
耐震改修支援センター実施：1/3 

建築物 
民間実施：国 1/3 地方公共団体 1/3 
地方公共団体実施：国 1/3 

 
緊急輸送道路
沿道建築物 

耐震改修促進
計画等に定め
られた取組方
針に基づく事
業等 民間実施：国 1/3 地方公共団体 1/3 

地方公共団体実施：国 1/2 

戸建て住宅 1,000 円/㎡ 
戸建て住宅以外 
2,000 円/㎡(1,000 ㎡未満) 
1,500 円/㎡(1,000～2,000 ㎡) 
1,000 円/㎡(2,000 ㎡以上) 
擁壁 30,000 円/件 

（２）耐震改修等 

対象 要件※ 補助率 限度額 

戸建て住宅 
地域要件：既成市街地又は密集市
街地で震災時に倒壊により道路閉
塞が生じるおそれのある地区等 

民間実施：国 7.6% 地方公共団体 7.6% 
地方公共団体実施：国 7.6%          
*1 

 
収入分位 40%
以下世帯住
宅 

地域要件：なし 

民間実施：国 11.5% 地方公共団体
11.5% 
地方公共団体実施：国 11.5%         
*2 

 
緊急輸送道
路沿道建築
物 

地域要件：DID 地区等 
一定の要件を満たす緊急輸送道路
沿い等 

民間実施：国 1/3 地方公共団体 1/3 
地方公共団体実施：国 1/3 

32,600 円/㎡ 
擁壁 
48,000 円/㎡ 

建築物 
・マンション 

地域要件：DID 地区等又は地域防災
計画に位置付けられた避難路や緊
急輸送道路等に面する区域等 

民間実施：国 7.6% 地方公共団体 7.6% 
地方公共団体実施：国 7.6%          
*1 

収入分位 40%
以下世帯の
マンション 

地域要件：なし 

民間実施：国 11.5% 地方公共団体
11.5% 
地方公共団体実施：国 11.5%         
*2 

避難路沿道
等分譲マン
ション 

地域要件：DID 地区等又は地域防災
計画に位置付けられた避難路や緊
急輸送道路等に面する区域等 

民間実施：国 1/6 地方公共団体 1/6 
地方公共団体実施：国 1/6           
*4 

避難所等建
築物 

建物要件：地域防災計画に位置付
けられた又は位置付けられる予定
の避難所等 

民間実施：国 1/3 地方公共団体 1/3 
地方公共団体実施：国 1/3           
*3 

 

緊急輸送道
路沿道建築
物 

地域要件：DID 地区等 
一定の要件を満たす緊急輸送道路
沿い等 

民間実施：国 1/3 地方公共団体 1/3 
地方公共団体実施：国 1/3           
*3 

47,300 円/㎡ 
免震工法等
による場合 
80,000 円/㎡ 
擁壁 
48,000 円/㎡ 

※この他にも計画要件（耐震改修促進計画等に基づく事業であること）、建物要件等の要件あり 
*1 耐震改修工事費の 23.0% 補助率 1/3   *2 耐震改修工事費の 23.0% 補助率 1/2 
*3 耐震改修工事費 補助率 1/3       *4 耐震改修工事費の 50.0% 補助率 1/3 

（３）耐震化の促進に関する事業 

対象 要件 補助率 限度額 
耐震化に係る計
画策定費、ＰＲ
費等 

耐震改修促進計画等に定められ
た取組方針に基づく事業等 

民間実施：国 1/3 地方公共団体 1/3 
地方公共団体実施：国 1/2 － 
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■ その他の主な支援制度【融資制度】 ■ 

名 称 等 (独)住宅金融支援機構融資制度（耐震改修工事） 

概  要 耐震改修工事又は耐震補強工事に対する融資 

内  容 

【戸建て住宅】 
・融資限度額：1,000 万円（対象工事費の 8割以内） 
・金   利：償還期間 10 年以内 2.26% 

11～20 年 2.94% 他 
【マンション(共用部分)】  
・融資額：工事費の 8割以内もしくは 150 万円以内のいずれか低い額 
・金 利：1.95% 

※平成 20年２月現在 

名 称 等 日本政策投資銀行融資（ストック・ライフサイクル・マネジメント事業） 

概  要 
既存ストックの有効活用、廃棄物の発生抑制、使用済み製品の再使用・再資源化、
廃棄物の適正な処理、公害防止に資する事業を促進することにより、循環型社会の
形成、環境負荷の低減、生活環境の整備を図ることを目的とする融資 

内  容 

ライフサイクルコスト配慮型のメンテナンス事業 
既存建築物の耐震改修工事等に必要な資金 
・融資比率：40％ 
・金  利：政策金利Ⅰ 

※平成 20年２月現在 

■ その他の主な支援制度【税制度】 ■ 

名 称 等 住宅に係る耐震改修促進税制 

概  要 耐震性が確保された良質な住宅ストックの形成を促進するための税の特例措置 

対象区域 耐震改修促進計画の区域等 

内  容 

【所得税】 
・平成 20年 12 月 31 日までに住宅の耐震改修を行った場合、 当該工事費の 10%
相当額（限度額 20 万円）を控除 

【固定資産税】 
・耐震改修工事を行った場合、当該住宅に係る固定資産税額(120 ㎡相当部分ま
で)の減額  

平成 21年まで － 3年間 1/2 に減額    
平成 24年まで － 2年間 1/2 に減額    
平成 27年まで － 1年間 1/2 に減額 
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３－２．相談体制の強化 
・耐震化へ向けて市の相談窓口の充実を図ります。また、県や関係団体とも連携を強化し、住

民のあらゆる相談に対応できる環境整備を目指します。 

 

１）相談機会の充実 

・住宅等の所有者の耐震化に関する、耐震診断、耐震改修、助成制度、地震対策等の疑問に対

応できるよう、福祉フェスティバル等の催事にあわせて相談窓口ブースを設けるなど、相談

機会の充実を図ります。 

 

２）県との連携 

・石川県建築住宅課、県土木事務所と連携し、市と県が同様な情報を共有し、相談が行える体

制づくりを整備します。 

 

３）いしかわ住宅相談・住情報ネットワークとの連携 

・耐震診断、耐震改修の詳細な相談や悪徳業者等とのトラブル相談など、総合的な相談窓口と

して「いしかわ住宅相談・住情報ネットワーク」の周知を図ります。 

 

■ いしかわ住宅相談・住情報ネットワーク ■ 

概 要 
「いしかわ住宅相談・住情報ネットワーク」は、県内の住宅相談に迅速で的確な対
応を行うこと、並びに総合的な情報収集を行うことを目的として、県内の住宅相
談を行っている主な機関が中心となって構成されています。 

会 員 

（社）石川県建築士事務所協会 
（社）石川県建築士会 
（社）石川県宅地建物取引業協会 
（独）住宅金融支援機構北陸支店 

NPO 法人バリアフリー総合研究所 
（財）石川県建築住宅総合センター 
石川県消費生活支援センター 
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３－３．啓発普及活動の充実 
・住宅・建築物の耐震化へ向けて“助成制度創設”や“相談体制強化”を行っても、住民の耐

震改修への意識が向上しなければ耐震化は促進されません。市では、住民へ向けて耐震化に

関する知識の啓発普及活動を実施していきます。 

 

１）啓発普及の方法 

・より多くの住宅・建築物の所有者へ耐震化に関する情報が提供されるように、さまざまなツ

ールを利用して啓発普及を行っていきます。また、耐震改修を行う建築関連事業者に向けて

も情報の提供を行っていきます。 

 

(１)啓発普及用のパンフレットや地震防災マップ等の整備 

・(財)日本建築防災協会の発行するパンフレットの活用や、新たな耐震改修促進ＰＲパンフレ

ットを作成するなど、啓発普及に必要なパンフレット等を整備します。 

・また、災害リスク、被害想定、災害時の避難場所および緊急輸送道路等について容易に理解

できる地図(地震防災マップ)の作成を検討します。 

 

■ 誰でもできるわが家の耐震診断パンフレット ■ 

・10 の質問にしたがって、わずかな時間で住まいの耐震性を診断できる、いわば耐震化への入口
です。住まいのどの部分が地震に対して弱いのかを知ることができます。 

・このパンフレットは、財団法人日本建築防災協会のＨＰ（http://Www.Kenchiku-bosai.or.jp/）
からも入手できます 

 

(２)インターネット、広報誌等の活用 

・市のホームページや広報を活用し、耐震化に関する情報を掲載します。また、ＣＡＴＶの活

用も検討していきます。 

 

(３)地域防災訓練 

・地域防災訓練を活用し、地震被害に関する事例、住宅・建築物の耐震化の重要性、総合的な

地震時の安全対策、震災時の防災対応などについて啓発普及を行い地震に強いまちづくりの

意識向上を図っていきます。 

 

ひとまず安心ですが、念のため専門家に診てもらいま
しょう 

専門家に診てもらいましょう 

心配ですので、早めに専門家に診てもらいましょう 7 点以下 

8～9点 

10 点 

合計点数 判定・今後の対策 
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(４)セミナーの開催 

・地域住民を対象とした「まちかど市民講座」や建築事業者を対象にしたセミナーを開催し、

耐震化に関連する正しい情報の提供を図ります。 

 

２）啓発普及の内容 

・耐震化に関する意識の向上を目的に、住宅・建築物の所有者へ向けて、地震被害の恐ろしさ、

耐震化の必要性、耐震化に関する技術的な知識、耐震リフォームの利便性、総合的な安全対

策などについての情報を提供していきます。 

 

(１)地震被害および耐震化の必要性 

・能登半島地震や阪神・淡路大震災などの情報を提供し、震災の恐ろしさや耐震化の必要性な

どについて周知を図ります。 

■ 能登半島地震 ■ 

・有感地震回数が全国的に最も少ない地域であることから、「石川県では、大きな地震が起こら
ない」と思われていたことは、根拠のない迷信にしか過ぎなかったのです。 

・「一度地震が発生したら、もう大丈夫だろう」と言い切ることができますか？ 

・石川県においても早急に地震への備えが必要であることは、言うまでもないことです。 

出典：石川県耐震改修促進計画 
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(２)木造住宅の耐震化に関する技術的な知識 

①基礎の補強 

・基礎は建物の要です。基礎がしっかりしていないと、大きな地震の際に住宅が倒壊・大破す

る危険性が高くなります。 

・無筋のコンクリート基礎に鉄筋入りの基礎を増設し、基礎を補強するなどの工法があります。

その他、ひび割れの補修や鉄板による補修などの補強方法もあります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②部材の接合、耐力壁の設置 

・木造住宅は、壁、柱、梁が一体となって地震に耐えるようになっています。これらの接合が

外れると住宅は、倒壊、大破してしまいます。これを防ぐためには、接合部を金物でしっか

り補強することが重要となります。 

・また、筋かいや構造用合板が入った耐力壁を建物全体にバランスよく配置することによって

地震力に抵抗させることができます。 

 

基礎の増設 

金物による接合 

筋かい設置 

構造用合板設置 
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③床の補強 

・地震の力に抵抗する耐力壁をうまく機能させるためには、耐力壁どうしをつなぐ床面などを

補強することも重要となります。 

・床に火打ち梁や構造用合板を設置するなどの補強方法があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④屋根の軽量化 

・住宅の耐震性を向上させる方法として、住宅が受ける地震力を小さくすることも有効です。

重い瓦屋根から軽い金属屋根などに葺き替え軽量化を図れば、住宅が受ける地震力が低減さ

れ耐震性が向上します。 

 

構造用合板設置 火打ち梁設置 

瓦屋根 金属屋根 
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⑤部材の交換 

・柱、土台などの構造上重要な部材がシロアリなどによって被害を受け腐食することがありま

す。このような場合は、腐朽した部分を新しい部材に交換し、健全な状態に戻すことが必要

です。 

 
 

部材の交換 
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(３)耐震リフォームの利便性 

・住宅の省エネやバリアフリー化、防犯対策などのリフォーム工事や増改築と一緒に耐震改修

を行うことは、工事の手間やコストの面から、とても合理的です。 

・そこで、リフォームと同時に耐震改修を行うことのメリットなどについて、パンフレット等

により所有者や施工者にＰＲします。 

 
■ 耐震リフォームのメリット ■ 

コ ス ト 
・例えば、壁の補強をするにも内装リフォームをするときに下地に構造用合板など
を追加すれば、少ないコストで、耐力壁の量を増やすことができます。 

手 間 
・リフォーム工事のついでであれば、住宅所有者の方の手間はほとんど変わりませ
ん。多少、リフォーム工事とは関係のない部分も補強する必要が生じる場合もあ
りますが、初めから補強工事をする場合に比べれば大きな違いです。 

使い勝手 
・例えば、台所と食事室を一体的なダイニングキッチンに変更する等のリフォーム
をするときに、もうひとがんばりして耐震補強にもなるように計画すれば、使い
勝手をよくしながら、耐震性を向上させることも可能です。 

出典：（財）日本建築防災協会パンフレット 

 
■ 耐震リフォームのメリット ■ 

耐震改修工事と組合せ可能な工事 
部位 耐震改修工事 バリアフリー化 

工事 
断熱構造化工事 

その他ニーズが 
高い工事 

屋 根 屋根の軽量化 ― 屋根に断熱材施工 雨漏り補修 

天 井 
小 屋 組 

小屋組の補強 ― 天井に断熱材施工 ― 

壁 軸 組 
軸組に筋かい 
面材の補強 

手すり設置 
下地補強 

壁に断熱材施工 
外壁仕上げ更新 
内壁仕上げ更新 

床 床組の補強 床の段差解消 
床下に断熱材施工 
床下の地盤防湿 

― 

基 礎 基礎の補強 ― 基礎断熱化 ― 
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(４)その他 地震時の総合的な安全対策の紹介 

・早期に耐震改修が行えない所有者等に対して、住宅・建築物の耐震改修以外の安全対策とし

て、屋内・屋外における地震時の総合的な安全対策の紹介を行います。 

 

①屋内の安全対策 

・地震発生時の最低限の安全確保の対策として、家具の転倒防止対策、天井落下防止対策、部

分改修、防災ベッド、耐震家具などの方法があります。 

 

ａ．家具の転倒防止対策 

・住宅の耐震性の有無に関わらず、地震発生時の家具の転倒防止対策は、最も身近に行える地

震対策のひとつです。啓発普及活動等を通じて、家具転倒時の危険性、転倒防止方法、家具

配置への配慮方法に関する知識の普及を図ります。 

 

 
 
ｂ．エレベーターの閉じ込め防止対策 
・地震発生時のエレベーター閉じ込め防止対策として、管理者、保守会社等の施設管理者に対

して、エレベーターの安全性の認識、閉じ込められた場合の対処・復旧方法等に関する知識

普及を図ります。 
 

転倒防止 

扉開放防止 
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ｃ．天井材の落下防止対策 
・地震発生時の建物内の天井材の落下防止対策として、建築物の所有者に対して早期点検を促

すと共に、施工者に対して適切な施工方法及び補強方法に関する知識普及を図ります。 
 

 
 

ｄ．部分改修の例 
・既存住宅の１部屋の中に、鉄骨等によるフレームを組み込むことで、強い地震が来た場合に

一時的に避難する場所を確保する方法（耐震シェルター）もあります。安全対策のひとつと

して知識の普及を図ります。 
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ｅ．防災ベッドの例 
・就寝中に地震に襲われて住宅が倒壊しても、安全な空間を確保でき、命を守ることができる

ことを目標として開発されたベッドがあります。安全対策のひとつとして知識の普及を図り

ます。 

 
ｆ．耐震家具の例 
・テーブル等の天板が耐圧性に富み、その下に避難できるなど、耐震性に配慮した家具があり

ます。安全対策のひとつとして知識の普及を図ります。 
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②屋外の安全対策 

・屋外の安全対策として、ブロック塀転倒対策や窓ガラス落下対策などがあります。屋外では、

ブロック塀が転倒して道路を塞いだ場合、避難、救急の妨げとなるほか、ガラスが落下して

第３者へ被害を拡大する可能性もあります。 
 
ａ．ブロック塀の安全対策 

・地震発生時のブロック塀倒壊による人的被

害や道路閉塞などへの対策として、ブロッ

ク塀倒壊の危険性や適切な補強方法等に関

する知識普及を図ります。 

・また、点検活動を実施し、危険ブロック塀

の除去を指導します。 

 
 

■ ブロック塀転倒の危険性チェックポイント ■ 

・古いブロック塀は以下の５項目を点検し、一つでも不適合があれば危険なので改善しましょう。 

1.基礎の根入れはあるか 
・コンクリートの基礎は、根入れ深さが 30㎝以上あるか 

2.塀は高すぎないか 
・塀の高さは地盤から 2.2ｍ以下か 

3.控え壁はあるか 
・塀の長さ 3.4ｍ以下ごとに、塀の高さの 1/5 以上突出した控え壁があるか 

4.塀に鉄筋は入っているか 
・塀の中に直径 9mm 以上の鉄筋が、縦横とも 80 ㎝間隔以下で配筋されており、縦筋は
壁頂部および基礎の横筋に、横筋は縦筋にそれぞれにかぎ掛けされているか 

5.塀は健全であるか 
・塀に傾き、ひび割れはないか。 

出典：(財)日本建築防災協会パンフレット 
 
ｂ．窓ガラスや屋外看板等の落下防止 

・地震発生時の窓ガラスや屋外看板等の落下防止対策として、所有者に対して早期点検を促す

と共に施工者に対して適切な施工方法及び補強方法の普及を図ります。 
 
ｃ．自動販売機の転倒防止対策 

・地震発生時の自動販売機の転倒防止対策として、所有者に対して早期点検を促すと共に適切

な設置方法※の普及を図ります。 

※自動販売機の据付は、日本工業規格「自動販売機 据付基準」（JIS B 8562-1996）や社団
法人全国清涼飲料工業会「自動販売機据付判定マニュアル」により基準が定められている。 
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(５)防災意識の向上 

・市では、震災時の防災意識を向上するために消防等と連携を図り、住民に向けて防災の重要

性を伝えます。 

 

 

①避難・救助・助け合い 

・震災時に倒壊した住宅や転倒した家具の下敷きにとなった場合には、救助が必要となります。

しかし、状況によっては、消防や警察が早期に救助に向かうことができない場合もあります。 

・市では、このような状況に備えて、地域コミュニティ単位での避難、救助、助け合いが行わ

れるように、消防等と連携を図り、地域防災訓練などを活用して地域コミュニティ単位での

防災体制の重要性を伝え、防災意識の向上を目指します。 

・また、関係各課と連携を図り、災害時要援護者（自分自身で避難ができない方）の把握も行

い、避難、救助がいき届く体制づくりを図ります。 

 

②地震防災マップの作成 

・地震時の被害軽減のためには、自分の住んでいる地域が地震に対して強いのか・弱いのか、

また、避難が容易なのか・困難なのか、住民があらかじめ認識しておくことが重要です。 

・このことから、市民に対する情報提供の一環として地震防災マップの作成を検討します。 

 

■ 地震防災マップ(例示) ■ 

【ゆれやすさマップ】 
・地域の揺れやすさを地盤の状況とそこで起こ
りうる地震の両面から評価し、地震動の強さ
を表したマップのことです。 
（震度による評価を記したマップ） 

 
出典：内閣府防災担当ホームページ 

【地域の危険度マップ】 
・住宅等の耐震化促進のために住民に提供する
情報として、住民にわかりやすく、直接的な
被害原因のうち建物被害に着目したマップ
のことです。 
（現時点で大規模な地震が起こったとき
の住宅の倒壊率を記したマップ） 

 
出典：内閣府防災担当ホームページ 

【地震安心マップ】 
・地震あんしんマップは、地震時対策として事前に住民に提供する情報として、地震災害時に各
住民がどういった経路でどこに避難するべきかを記したマップのことです。 
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３－４．特定建築物等の耐震化促進に向けた取り組み 
・地震により倒壊した場合、大きな被害をもたらすことが想定される特定建築物について、耐

震化を促進します。 

 

１）優先的に耐震化を促進する建築物 

・特定建築物等のうち、緊急性の高い建築物については優先的に耐震化を促進します。 

 

(１)防災上重要な建築物 

・防災上重要な建築物のうち学校については、優先的に耐震化を進めて、早期に耐震化率 100％

に達成するよう取り組みます。 

・また、その他の防災上重要な建築物についても、災害時の避難及び救助体制の確認も含め早

期の耐震化を目指します。 

 

(２)公共建築物 

・公共建築物については、上記(1)に該当する施設の耐震化を優先して取り組みます。 

・また、耐震診断の結果、Is 値※１が 0.3 未満又はｑ値※２が 0.5 未満の建築物等については、

地震による倒壊の危険性が高いことから、個別に状況を判断し優先的に耐震改修工事を進め

ることとします。 

 耐震改修促進法では、Is 値及びｑ値を基準として、以下のとおり安全性を区分しています。 

 

■ 安全性の基準 ■ 

(１)Is が 0.6 以上で、かつ、qが 1.0 以上の場合地震の振動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊
する危険性が低い。  

(２)(1)及び(3)以外の場合地震の振動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性がある。 

(３)Is が 0.3 未満の場合又は qが 0.5 未満の場合地震の振動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊
する危険性が高い。 

 
※１．Is 値：各階の構造耐震指標であり、地震に耐えられる能力としての建物の

強さ、地震の力を受け流す能力としての建物の粘りの２つに、建物の形状、
経年変化を考慮して耐震診断基準による式により求められる。 

※２．ｑ値：各階の保有水平耐力に係る指標であり、建物がどの程度の水平力ま
で耐えられるかを表す。「最低限必要な耐力」とされる保有水平耐力 Qum に
対して、実際の保有水平耐力 Quの比率で求められる。 

 

(３)危険物を貯蔵、処理する建築物 

・消防と連携を図り、建築物の安全性の確保を確認すると共に、消防法による危険物への安全

対策が図られているかも含め総合的な観点から耐震化を呼びかけます。 

 

(４)災害時に道路閉塞が懸念される建築物 

・該当する建築物の所有者の方に、市の重要な道路沿道に居住されていることを認識していた

だくと共に、耐震化の重要性を呼びかけます。 
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■ 優先的に耐震化を促進する建築物 ■ 

・防災上重要な施設 

…災害時に拠点として機能する施設(拠点型施設) 

…災害時に避難所となる施設(避難型施設) 

…災害時に援護者が必要な住民が利用する施設(入所型施設） 

・公共建築物 

・危険物を貯蔵、処理する建築物 

・災害時に道路閉塞が懸念される建築物 

 

２）民間建築物 

・民間建築物については、住宅と同様にＰＲ活動等を通じて啓発普及を行うと共に、定期報告、

定期検査の際にも耐震化を呼びかけ、促進を図ります。 

 

■ 特定建築物の耐震改修を促進する PRパンフレットの事例 ■ 

   
出典：(財)日本建築防災協会 

防災上重要な施設 
拠点型施設・避難型施設・入所型施設 

公共建築物 

危険物を貯蔵、処理する建築物 

災害時に道路閉塞が懸念される建築物 

早期に 
耐震化 



第３章 耐震改修促進に向けた取り組み 

 49

３－５．耐震化を促進するための指導や命令 
・本市は、耐震改修促進法に基づく指導等や建築基準法に基づく命令等を実施する権限を有し

ており、その実施にあたっては、石川県特定行政庁連絡会議と連携を図ります。 

 

１）耐震改修促進法による指導等の実施 

・所管行政庁は、特定建築物の所有者に対して診断、改修を実施することが必要と認めた場合

は、必要な指導、助言を行うことができます。（耐震改修促進法第 7条 1項） 

・また、一定規模以上の特定建築物が耐震化を実施されないと認めた場合は、耐震改修促進法

に基づき、これらの特定建築物に対して耐震化の指示を行なうこともできます。（同条 2項） 

・さらに指示を受けた特定建築物が正当な理由なく、指示に従わない場合は、社会的責任を果

たさないものとして公表することもできます。（同条 3項）。 

 

■ 指導及び助言、指示、公表の実施方法イメージ ■ 

【 指導及び助言 】 

・耐震化の必要性、耐震診断・耐震改修の実施の方法等について説明し、必要に応じて文章
の送付などにより指導及び助言を行う など 

【 指 示 】 

・耐震診断・耐震改修に関して実施すべき事項を具体的に記載した指示書を交付する など 

【 公 表 】 

・耐震改修促進法に基づく公表であることを明確にするとともに、住民に広く周知するため、
庁舎前掲示板への掲示や、県及び市の広報やホームページへの掲載する など 

 

２）建築基準法による勧告又は命令等の実施 

・特定行政庁は、上記の公表を行ったにもかかわらず、そのまま放置すれば著しく保安上危険

となるおそれがあると認められる建築物については、当該建築物の所有者に除却、改築、修

繕等を行うよう勧告（建築基準法第 10条第 1項）を行なうことができます。 

・勧告を実施し、それでも当該建築物の所有者が耐震改修等を実施しない場合、その勧告に係

る措置をとるよう命令（同条第 2項）を行なうことができます。 

・また、構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性について著しく保安上危険であると認め

られる建築物の所有者等に対しては、速やかに当該建築物の除却、改築、修繕等を行うよう、

勧告の手続きを踏まずに直接命令を行うこともできます。（同条第 3項） 
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■ 耐震化を促進するための指導や命令等の流れ ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出展．石川県耐震改修促進計画(平成 19年６月) 

指導・助言の実施 

公表の実施 

指示の実施 

第 7条第 1項 

第 7条第 3項 

第 7条第 2項 

耐震改修促進法 

建築基準法 

診断・改修等実施 

診断・改修等未実施 

耐震診断・耐震改修が 
必要な特定建築物等 

診断・改修等未実施 

改修等未実施 

除却、改築、修繕等の勧告 

除却、改築、修繕等の命令 

除却、改築、修繕等の命令 

第 10条第 1項 第 10条第 3項 

第 10条第 2項 

改修等未実施 

改修等実施 

著しく危険と 
認められる場合 
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■ 特定建築物(指示対象建築物)一覧 ■ 

用    途 特定建築物の規模要件 
指示対象となる 

特定建築物の規模要件 

住宅   
住
宅 賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上  

小学校、中学校、中等教育学校の前期課程、
盲学校、聾学校若しくは養護学校 

階数 2以上かつ 1,000 ㎡以上 
（屋内運動場の面積を含む） 

1,500 ㎡以上 
(屋内運動場の面積を含む) 学

校 

上記以外の学校 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上  

体育館（一般公共の用に供されるもの） 階数 1以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに
類する運動施設 

階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

病院、診療所 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

集会場、公会堂 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

展示場 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

卸売市場 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上  

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

ホテル、旅館 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

事務所 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上  

老人ホーム、老人短期入所施設身体障害者福祉ホー
ムその他これらに類するもの 

階数 2以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

老人福祉センター、児童厚生施設身体障害者福祉セ
ンターその他これらに類するもの 

階数 2以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

幼稚園、保育所 階数 2以上かつ 500 ㎡以上 750 ㎡以上 

博物館、美術館、図書館 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

遊技場 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

公衆浴場 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブダンス
ホールその他これらに類するもの 

階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行 
その他これらに類するサービス業を営む店舗 

階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

工場（危険物の貯蔵所又は処理場の用途に供する建
築物を除く。） 

階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上  

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を
構成する建築物で旅客の乗降又は待合の用に供す
るもの 

階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

遊技場 階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は
駐車のための施設 

階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

郵便局、保健所、税務署、その他これらに類する公
益上必要な建物 

階数 3以上かつ 1,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 
（詳細は次頁Ⅰ参照） 

制令で定める数量以上の危険
物を貯蔵、処理する全ての建
築物 

500 ㎡以上 

地震によって倒壊した場合においてその敷地に接
する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困
難とするおそれがあり、その敷地が緊急輸送道路に
接する建築物（詳細は次頁Ⅱ参照） 

全ての建築物  
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■ 参考．建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法）【抜粋】 ■ 

（指導及び助言並びに指示等） 

第七条 所管行政庁は、特定建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保するため必要があると認め

るときは、特定建築物の所有者に対し、基本方針のうち第四条第二項第三号の技術上の指針となるべき事

項を勘案して、特定建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 

２  所管行政庁は、次に掲げる特定建築物のうち、地震に対する安全性の向上を図ることが特に必要なもの

として政令で定めるものであって政令で定める規模以上のものについて必要な耐震診断又は耐震改修が行

われていないと認めるときは、特定建築物の所有者に対し、基本方針のうち第四条第二項第三号の技術上

の指針となるべき事項を勘案して、必要な指示をすることができる。 

一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する特定建築物 

二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する特定建築物 

三 前条第二号に掲げる建築物である特定建築物 

３  所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた特定建築物の所有者が、正当な理由がなく、その指示に

従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

 

■ 参考．建築基準法 【抜粋】 ■ 

（保安上危険な建築物等に対する措置）  

第十条  特定行政庁は、第六条第一項第一号に掲げる建築物その他政令で定める建築物の敷地、構造又は建

築設備（いずれも第三条第二項の規定により第二章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の適

用を受けないものに限る。）について、損傷、腐食その他の劣化が進み、そのまま放置すれば著しく保安上

危険となり、又は著しく衛生上有害となるおそれがあると認める場合においては、当該建築物又はその敷

地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、増

築、修繕、模様替、使用中止、使用制限その他保安上又は衛生上必要な措置をとることを勧告することが

できる。  

２  特定行政庁は、前項の勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかつた場合に

おいて、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置

をとることを命ずることができる。  

３  前項の規定による場合のほか、特定行政庁は、建築物の敷地、構造又は建築設備（いずれも第三条第二

項の規定により第二章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の適用を受けないものに限る。）が

著しく保安上危険であり、又は著しく衛生上有害であると認める場合においては、当該建築物又はその敷

地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、増

築、修繕、模様替、使用禁止、使用制限その他保安上又は衛生上必要な措置をとることを命ずることがで

きる。  

４  第九条第二項から第九項まで及び第十一項から第十五項までの規定は、前二項の場合に準用する。 
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巻末資料 
 
資料１．啓発用パンフレット事例 (千葉県大多喜町) 
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※千葉県大多喜町のパンフレットより抜粋 
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資料２．能登半島地震について 
・能登半島では 1993 年に続き 2007 年 3月にマグニチュード 6.9 の地震が発生し、旧門前町、輪島

市、穴水町て震度 6強の強い揺れを生じて大きな被害をもたらしました。 

 

 
 

(１)地質構造と活断層の分布 

・地震の震源となる活断層については、日本海沿岸の海底や基盤岩を新しい地層が厚く覆う地域で

はその分布と規模や活動の歴史が知られていませんでしたが、このような地域に発生した新潟県

中越地震、能登半島地震、新潟県中越沖地震が大きな被害を及ぼしました。 

・しかし、近年に行われた海底音波探査の結果などから、調査能登半島とその近海の活断層や地質

の変形構造が次第に明らかになってきています。 

・次図に能登半島とその周辺海域の地形と地質構造が示されています。図では、①第三紀中新世（今

から 500 万年～2300 万年前）にできた東西方向の古い断層や地層の変形構造（背斜・向斜）と、

②これらの古い構造に重なるものと南北方向に伸びるものからなる第四紀（180 万年前から現在

まで）の新しい構造があることが分かります。 

・古い構造は、日本列島大陸から分離し、日本海が拡大したときにできた地殻の傷あとであり、新

しい構造はプレート運動によって働いている東西方向の圧縮力によってできたものと考えられ

ています。 
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・この圧縮力は現在も働いているので、新しい構造は今も成長・変化しつつあると言えます。なお、

図に示した過去の地震の震央の位置は必ずしも活断層の位置とは一致していませんが、その理由

は過去の地震の震源決定の精度が低いことに加え、未知の活断層があるのかも知れません。 

・現在は、兵庫県南部地震を契機として国によって全国に設置された約 700 箇所の地震計（Hi-net）

と地方自治体が設置した地震計により、精度の良い震源決定がなされるようになっています。 

 

 
 

(２)地震の規模 

・現在までに知られている能登半島と周辺海域の活断層の長さは 20ｋｍ程度以下です。地震の規

模（マグニチュード）と地震断層の長さとの関係から、これらの活断層で地震が発生した場合に

は、その規模は、マグニチュード 7.0 を超えることは無いと考えられます。 
 

(３)地盤と地震被害 

・地震の揺れに対して強い住宅や公共施設を作ることは、人命を守るためには最優先しなければな

らないことは言うまでもありません。 

・次図に示す輪島市街地のように軟弱な沖積層が厚いところでは地震波が増幅されて揺れが大きく

なるので、揺れに対して強い建物を造ることが必要です。しかし、次に考えなければならないの

は、地盤の変動による災害の危険を知り、これに対処することです。 

・地震に伴う地盤の変動には次のような種類があります。 
 

■地すべり 
■崖くずれ 
■土石流 

■盛土の崩壊と沈下 
■砂地盤の液状化 
■地盤の横ずれ・縦ずれ 
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・能登半島では山間の地すべり地、海岸や谷沿いの急傾斜地、谷間や丘陵地斜面の盛土、海岸平野

や砂丘の砂地盤などに宅地や道路があり、地盤の変動による被害を受けやすい所です。 

・2007 年能登半島地震では地震発生時間が日中で好天気に恵まれるなど好条件が重なり、地盤災

害は比較的小規模に留まりました。 

・しかし悪条件が重なって地盤災害が発生すると、揺れに強い家であっても地盤の変動に巻き込ま

れた場合には大きな被害となります。したがって、地震被害を避けるためには、地盤の特徴に応

じた地震災害の特徴を知ることが必要です。 

・地盤の特徴や地盤災害発生の危険区域については、国土交通省や石川県土木部、各市町村におい

て各種の資料が作られ、その大部分がインターネット上で公開されています。 

 

 
 

・なお平野部の軟弱地盤の分布については、七尾市よりも北ではまだ公開された資料が限られてい

ますが、今後は早急に整理し、公開されるようです。 
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資料３．戦後に発生した大きな地震 (～平成 19年) 
 

発生年月日 名称 
左：マグニチュード 
右：震度 

被害(人、棟) 

1946（昭21）/12/21 南海地震 8.0 5 死者1,330、家屋全壊11,591、半壊23,487 
流失1,451、焼失2,598 

1948（昭23）/ 6/28 福井地震 7.1 6 死者3,769、家屋全壊36,184、半壊11,816 
焼失3,851 

1950（昭25）年 建築基準法制定    

1952（昭27）/ 3/ 4 十勝沖地震 8.2 5 死者・行方不明33、家屋全壊815、半壊1,324、
流失91 

1962（昭37）/ 4/30 宮城県北部地震 6.5 4 死者3、住家全壊340、半壊1,114 

1964（昭39）/ 6/16 新潟地震 7.5 5 死者26、家屋全壊1,960、半壊6,604 
浸水15,298 

1968（昭43）/ 5/16 十勝沖地震 7.9 5 死者52、建物全壊673、半壊3,004 

1971（昭46）年 建築基準法施行令改正（旧耐震基準） RC造：柱のせん断補強強化 
一体のRC基礎 等 

1974（昭49）/ 5/ 9 伊豆半島沖地震 6.9 5 死者30、家屋全壊134、半壊240、全焼5 

1978（昭53）/ 1/14 伊豆大島近海地震 7.0 5 死者25、家屋全壊96、半壊616 

1978（昭53）/ 6/12 宮城県沖地震 7.4 5 死者28、住家全壊1,183、半壊5,574 

1981（昭56）年 建築基準法施行令改正（新耐震基準） 構造計算へのじん性の導入 
木造：基礎の緊結、壁量計算の見直し 等 

1983（昭58）/ 5/26 日本海中部地震 7.7 5 死者104、建物全壊934、半壊2,115 
流失52、一部損壊3,258 

1984（昭59）/ 9/14 長野県西部地震 6.8 4 死者29、建物全壊・流失14、半壊73 
一部破損565 

1987（昭62）/12/17 千葉県東方沖地震 6.7 5 死者2、建物全壊10、一部破損60,000余 

1993（平5）/ 1/15 釧路沖地震 7.8 6 死者2、住家全壊12、半壊73、 
一部破損3,389 

1993（平5）/ 7/12 北海道南西沖地震 7.8 6 
死者・行方不明230、住家全壊601、 
半壊408、一部破損5,490、浸水455、 
建物火災192 

1994（平6）/10/ 4 北海道東方沖地震 8.1 6 住家全壊61、半壊348、一部破損7,095 
浸水184 

1994（平6）/12/28 三陸はるか沖地震 7.5 6 死者3、住家全壊72、半壊429、一部破損9,021 

1995（平7）/ 1/17 兵庫県南部地震 
（阪神・淡路大震災） 

7.2 7 死者6,434、住家全壊104,906、半壊144,274 
一部破損263,702、全焼6,965、半焼80 

1995（平7）年 建築物の耐震改修の促進に関する法律の
制定 

特定建築物所有者への耐震診断・改修の努力 
義務、耐震改修計画の認定による建築基準法
の特例、耐震診断・改修技術指針の国による
提示 

2000（平12）/10/ 6 鳥取県西部地震 7.3 6強 住家全壊431、半壊3,068、一部破損17,296 

2001（平13）/ 3/24 芸予地震 6.7 5強 死者2、住家全壊69、半壊558 
一部破損 41,392 

2003（平15）/ 5/26 宮城県沖の地震 7.0 6弱 住家全壊2、半壊21、一部破損2,404 

2003（平15）/ 7/26 宮城県北部の地震 6.2 6強 住家全壊1,247、半壊3,698、一部破損10,975 

2003（平15）/ 9/26 十勝沖地震 9.0 6弱 住家全壊104、半壊345、一部破損1,560 

2004（平16）/10/23 新潟県中越地震 6.8 7 死者51、住家全壊3,185、半壊13,715 
一部破損104,560、建物火災9 

2005（平17）/ 3/20 福岡県西方沖地震 7.0 6弱 死者1、住家全壊133、半壊244、一部破損8,620 

2005（平17）/ 7/23 千葉県北西部地震 6.0 5弱 エレベータ閉じ込め78 

2005（平17）/ 8/16 宮城県沖の地震 7.2 6弱 全壊1 

2007（平 19）/ 3/25 能登半島地震 6.9 6 強 
死者 1､重傷者 88､軽傷者 250､住家全壊 685､
半壊 1,735､一部損壊 26,932､非住家被害
4,471 
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資料４．日本における耐震設計基準の主な変遷 
 

【1920年（大９年）１２月１日】 市街地建築物法（大正8年法律第37号）施行 

・第12条において、「主務大臣ハ建築物ノ構造、設備又ハ敷地二関シ衛生上、保安上又ハ防空

上必要ナル規定を設クルコトヲ得」と規定。 

・市街地建築物法施行規則（大正9年内務省令第37号）において、構造設計法として許容応力度

設計法が採用され、自重と積載荷重による鉛直力に対する構造強度を規定。ただし、この時

点では地震力に関する規定は設けられていない。 

 

【1924年（大13年）】 市街地建築物法施行規則改正 

・許容応力度設計において、材料の安全率を３倍とし、地震力は水平震度0.1を規定。 

 

【1950年（昭25年）１１月２３日】 市街地建築物法廃止、建築基準法施行 

≪旧耐震設計基準≫ 

・具体的な耐震基準を建築基準法施行令（昭和25年政令338号）に規定。 

・許容応力度設計における地震力を水平震度0.2に引き上げた。 

 

【1971年（昭46年）６月１７日】 建築基準法施行令改正 

・昭和43年の十勝沖地震の被害を踏まえ、鉄筋コンクリート（RC）造の帯筋の基準を強化した。 

 

【1981年（昭56年）６月１日】 建築基準法施行令改正 

≪新耐震設計基準≫ 

・一次設計、二次設計の概念を導入。 

 

【200年（平12年）６月１日】 建築基準法及び建築基準法施行令改正 

・性能規定の概念が導入され、構造計算法として従来の許容応力度等計算に加え、限界耐力計算法

が認められる。 
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資料５．建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年十月二十七日法律第百二十三号） 
最終改正：平成一八年六月二日法律第五〇号 

第一章 総則（第一条―第三条）  
第二章 基本方針及び都道府県耐震改修促進計画等（第四条・第五条）  
第三章 特定建築物に係る措置（第六条・第七条）  
第四章 建築物の耐震改修の計画の認定（第八条―第十二条）  
第五章 建築物の耐震改修に係る特例（第十三条―第十六条）  
第六章 耐震改修支援センター（第十七条―第二十七条）  
第七章 罰則（第二十八条―第三十条）  
附則  

 
第一章 総則  
（目的）  
第一条  この法律は、地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体及び財産を保護するため、建
築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより建築物の地震に対する安全性の向上を図り、もって
公共の福祉の確保に資することを目的とする。  
 
（定義）  
第二条  この法律において「耐震診断」とは、地震に対する安全性を評価することをいう。  
２  この法律において「耐震改修」とは、地震に対する安全性の向上を目的として、増築、改築、修繕若し
くは模様替又は敷地の整備をすることをいう。  
３  この法律において「所管行政庁」とは、建築主事を置く市町村又は特別区の区域については当該市町村
又は特別区の長をいい、その他の市町村又は特別区の区域については都道府県知事をいう。ただし、建築基
準法 （昭和二十五年法律第二百一号）第九十七条の二第一項 又は第九十七条の三第一項 の規定により建
築主事を置く市町村又は特別区の区域内の政令で定める建築物については、都道府県知事とする。  
 
（国、地方公共団体及び国民の努力義務）  
第三条  国は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に資する技術に関する研究開発を促進するため、当該
技術に関する情報の収集及び提供その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  
２  国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、資金の融通又はあっせん、
資料の提供その他の措置を講ずるよう努めるものとする。  
３  国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する国民の理解と協力を得るため、
建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に努めるものとする。  
４  国民は、建築物の地震に対する安全性を確保するとともに、その向上を図るよう努めるものとする。  
 
第二章 基本方針及び都道府県耐震改修促進計画等  
（基本方針）  
第四条  国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（以下「基本方
針」という。）を定めなければならない。  
２  基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  
一  建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する基本的な事項  
二  建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標の設定に関する事項  
三  建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項  
四  建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する基本的な事項  
五  次条第一項に規定する都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項その他建築物の耐震
診断及び耐震改修の促進に関する重要事項  

３  国土交通大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければなら
ない。  
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（都道府県耐震改修促進計画等）  
第五条  都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を
図るための計画（以下「都道府県耐震改修促進計画」という。）を定めるものとする。  
２  都道府県耐震改修促進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  
一  当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標  
二  当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事項  
三  建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項  
四  建築基準法第十条第一項 から第三項 までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震に対する
安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁との連携に関する事項  

五  その他当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項  
３  都道府県は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事項を記載す
ることができる。  
一  建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑
な避難を困難とすることを防止するため、当該道路にその敷地が接する建築物の耐震診断及び耐震改修
の促進を図ることが必要と認められる場合 当該耐震診断及び耐震改修の促進を図るべき建築物の敷
地に接する道路に関する事項  

二  特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律 （平成五年法律第五十二号。以下「特定優良賃貸住宅
法」という。）第三条第四号 に規定する資格を有する入居者をその全部又は一部について確保すること
ができない特定優良賃貸住宅（特定優良賃貸住宅法第六条 に規定する特定優良賃貸住宅をいう。以下
同じ。）を活用し、第十条に規定する認定建築物である住宅の耐震改修の実施に伴い仮住居を必要とす
る者（特定優良賃貸住宅法第三条第四号 に規定する資格を有する者を除く。以下「特定入居者」とい
う。）に対する仮住居を提供することが必要と認められる場合 特定優良賃貸住宅の特定入居者に対す
る賃貸に関する事項  

三  前項第一号の目標を達成するため、当該都道府県の区域内において独立行政法人都市再生機構（以
下「機構」という。）又は地方住宅供給公社（以下「公社」という。）による建築物の耐震診断及び耐震
改修の実施が必要と認められる場合 機構又は公社による建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関
する事項  

４  都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に機構又は公社による建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に
関する事項を記載しようとするときは、当該事項について、あらかじめ、機構又は当該公社及びその設立団
体（地方住宅供給公社法 （昭和四十年法律第百二十四号）第四条第二項 に規定する設立団体をいい、当該
都道府県を除く。）の長の同意を得なければならない。  
５  都道府県は、都道府県耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、当該都
道府県の区域内の市町村にその写しを送付しなければならない。  
６  前三項の規定は、都道府県耐震改修促進計画の変更について準用する。  
７  市町村は、基本方針及び都道府県耐震改修促進計画を勘案して、当該市町村の区域内の建築物の耐震診
断及び耐震改修の促進を図るための計画を定めるよう努めるものとする。  
８  市町村は、前項の計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  
 
第三章 特定建築物に係る措置  
（特定建築物の所有者の努力）  
第六条  次に掲げる建築物のうち、地震に対する安全性に係る建築基準法 又はこれに基づく命令若しくは条
例の規定（第八条において「耐震関係規定」という。）に適合しない建築物で同法第三条第二項 の規定の適
用を受けているもの（以下「特定建築物」という。）の所有者は、当該特定建築物について耐震診断を行い、
必要に応じ、当該特定建築物について耐震改修を行うよう努めなければならない。  
一  学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、老人ホームその他多数の
者が利用する建築物で政令で定めるものであって政令で定める規模以上のもの  

二  火薬類、石油類その他政令で定める危険物であって政令で定める数量以上のものの貯蔵場又は処理
場の用途に供する建築物  
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三  地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を
困難とするおそれがあるものとして政令で定める建築物であって、その敷地が前条第三項第一号の規定
により都道府県耐震改修促進計画に記載された道路に接するもの  

 
（指導及び助言並びに指示等）  
第七条  所管行政庁は、特定建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保するため必要があると認め
るときは、特定建築物の所有者に対し、基本方針のうち第四条第二項第三号の技術上の指針となるべき事項
を勘案して、特定建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。  
２  所管行政庁は、次に掲げる特定建築物のうち、地震に対する安全性の向上を図ることが特に必要なもの
として政令で定めるものであって政令で定める規模以上のものについて必要な耐震診断又は耐震改修が行
われていないと認めるときは、特定建築物の所有者に対し、基本方針のうち第四条第二項第三号の技術上の
指針となるべき事項を勘案して、必要な指示をすることができる。  
一  病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する特定建築物  
二  小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する特定建築
物  

三  前条第二号に掲げる建築物である特定建築物  
３  所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた特定建築物の所有者が、正当な理由がなく、その指示に
従わなかったときは、その旨を公表することができる。  
４  所管行政庁は、前二項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、特定建築物の
所有者に対し、特定建築物の地震に対する安全性に係る事項に関し報告させ、又はその職員に、特定建築物、
特定建築物の敷地若しくは特定建築物の工事現場に立ち入り、特定建築物、特定建築物の敷地、建築設備、
建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。  
５  前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければな
らない。  
６  第四項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。  
 
第四章 建築物の耐震改修の計画の認定  
（計画の認定）  
第八条  建築物の耐震改修をしようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、建築物の耐震改修の
計画を作成し、所管行政庁の認定を申請することができる。  
２  前項の計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。  
一  建築物の位置  
二  建築物の階数、延べ面積、構造方法及び用途  
三  建築物の耐震改修の事業の内容  
四  建築物の耐震改修の事業に関する資金計画  
五  その他国土交通省令で定める事項  

３  所管行政庁は、第一項の申請があった場合において、建築物の耐震改修の計画が次に掲げる基準に適合
すると認めるときは、その旨の認定（以下この章において「計画の認定」という。）をすることができる。  
一  建築物の耐震改修の事業の内容が耐震関係規定又は地震に対する安全上これに準ずるものとして国
土交通大臣が定める基準に適合していること。  

二  前項第四号の資金計画が建築物の耐震改修の事業を確実に遂行するため適切なものであること。  
三  第一項の申請に係る建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分が耐震関係規定及び
耐震関係規定以外の建築基準法 又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合せず、かつ、同法第
三条第二項 の規定の適用を受けているものである場合において、当該建築物又は建築物の部分の増築
（柱の径若しくは壁の厚さを増加させ、又は柱若しくは壁のない部分に柱若しくは壁を設けることによ
り建築物の延べ面積を増加させるものに限る。）、改築（形状の変更（国土交通省令で定める軽微な変更
を除く。）を伴わないものに限る。）、大規模の修繕（同法第二条第十四号 に規定する大規模の修繕をい
う。）又は大規模の模様替（同条第十五号 に規定する大規模の模様替をいう。）をしようとするもので
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あり、かつ、当該工事後も、引き続き、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分
が耐震関係規定以外の同法 又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合しないこととなるもので
あるときは、前二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合していること。 
イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、当該工事後
も、引き続き、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分が耐震関係規定以外の
建築基準法 又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合しないこととなることがやむを得ない
と認められるものであること。 
ロ 工事の計画（二以上の工事に分けて耐震改修の工事を行う場合にあっては、それぞれの工事の計画）
に係る建築物及び建築物の敷地について、交通上の支障の度、安全上、防火上及び避難上の危険の度
並びに衛生上及び市街地の環境の保全上の有害の度が高くならないものであること。 

四  第一項の申請に係る建築物が耐震関係規定に適合せず、かつ、建築基準法第三条第二項 の規定の適
用を受けている耐火建築物（同法第二条第九号の二 に規定する耐火建築物をいう。）である場合におい
て、当該建築物について柱若しくは壁を設け、又は柱若しくははりの模様替をすることにより当該建築
物が同法第二十七条第一項 、第六十一条又は第六十二条第一項の規定に適合しないこととなるもので
あるときは、第一号及び第二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合していること。 
イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、当該工事に
より、当該建築物が建築基準法第二十七条第一項 、第六十一条又は第六十二条第一項の規定に適合
しないこととなることがやむを得ないと認められるものであること。 
ロ 次に掲げる基準に適合し、防火上及び避難上支障がないと認められるものであること。 
（１） 工事の計画に係る柱、壁又ははりの構造が国土交通省令で定める防火上の基準に適合している
こと。 
（２） 工事の計画に係る柱、壁又ははりに係る火災が発生した場合の通報の方法が国土交通省令で定
める防火上の基準に適合していること。 

４  第一項の申請に係る建築物の耐震改修の計画が建築基準法第六条第一項 の規定による確認又は同法第
十八条第二項 の規定による通知を要するものである場合において、計画の認定をしようとするときは、所
管行政庁は、あらかじめ、建築主事の同意を得なければならない。  
５  建築基準法第九十三条 の規定は所管行政庁が同法第六条第一項 の規定による確認又は同法第十八条第
二項 の規定による通知を要する建築物の耐震改修の計画について計画の認定をしようとする場合について、
同法第九十三条の二 の規定は所管行政庁が同法第六条第一項 の規定による確認を要する建築物の耐震改
修の計画について計画の認定をしようとする場合について準用する。  
６  所管行政庁が計画の認定をしたときは、次に掲げる建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地
の部分（以下この項において「建築物等」という。）については、建築基準法第三条第三項第三号 及び第四
号 の規定にかかわらず、同条第二項 の規定を適用する。  
一  耐震関係規定に適合せず、かつ、建築基準法第三条第二項 の規定の適用を受けている建築物等であ
って、第三項第一号の国土交通大臣が定める基準に適合しているものとして計画の認定を受けたもの  

二  計画の認定に係る第三項第三号の建築物等  
７  所管行政庁が計画の認定をしたときは、計画の認定に係る第三項第四号の建築物については、建築基準
法第二十七条第一項 、第六十一条又は第六十二条第一項の規定は、適用しない。  
８  第一項の申請に係る建築物の耐震改修の計画が建築基準法第六条第一項 の規定による確認又は同法第
十八条第二項 の規定による通知を要するものである場合において、所管行政庁が計画の認定をしたときは、
同法第六条第一項 又は第十八条第三項 の規定による確認済証の交付があったものとみなす。この場合にお
いて、所管行政庁は、その旨を建築主事に通知するものとする。  
 
（計画の変更）  
第九条  計画の認定を受けた者（第十三条第一項及び第三項を除き、以下「認定事業者」という。）は、当該
計画の認定を受けた計画の変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、所管
行政庁の認定を受けなければならない。  
２  前条の規定は、前項の場合について準用する。  
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（報告の徴収）  
第十条  所管行政庁は、認定事業者に対し、計画の認定を受けた計画（前条第一項の規定による変更の認定
があったときは、その変更後のもの。次条において同じ。）に係る建築物（以下「認定建築物」という。）の
耐震改修の状況について報告を求めることができる。  
 
（改善命令）  
第十一条  所管行政庁は、認定事業者が計画の認定を受けた計画に従って認定建築物の耐震改修を行ってい
ないと認めるときは、当該認定事業者に対し、相当の期限を定めて、その改善に必要な措置をとるべきこと
を命ずることができる。  
 
（計画の認定の取消し）  
第十二条  所管行政庁は、認定事業者が前条の規定による処分に違反したときは、計画の認定を取り消すこ
とができる。  
 
第五章 建築物の耐震改修に係る特例  
（特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の特例）  
第十三条  第五条第三項第二号の規定により都道府県耐震改修促進計画に特定優良賃貸住宅の特定入居者に
対する賃貸に関する事項を記載した都道府県の区域内において、特定優良賃貸住宅法第五条第一項 に規定
する認定事業者は、特定優良賃貸住宅の全部又は一部について特定優良賃貸住宅法第三条第四号 に規定す
る資格を有する入居者を国土交通省令で定める期間以上確保することができないときは、特定優良賃貸住宅
法 の規定にかかわらず、都道府県知事（地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十
九第一項 に規定する指定都市又は同法第二百五十二条の二十二第一項 に規定する中核市の区域内にあっ
ては、当該指定都市又は中核市の長。第三項において同じ。）の承認を受けて、その全部又は一部を特定入
居者に賃貸することができる。  
２  前項の規定により特定優良賃貸住宅の全部又は一部を賃貸する場合においては、当該賃貸借を、借地借
家法 （平成三年法律第九十号）第三十八条第一項 の規定による建物の賃貸借（国土交通省令で定める期間
を上回らない期間を定めたものに限る。）としなければならない。  
３  特定優良賃貸住宅法第五条第一項 に規定する認定事業者が第一項 の規定による都道府県知事の承認を
受けた場合における特定優良賃貸住宅法第十一条第一項 の規定の適用については、同項 中「処分」とある
のは、「処分又は建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十三号）第十三条第二項の規
定」とする。  
 
（機構の業務の特例）  
第十四条  第五条第三項第三号の規定により都道府県耐震改修促進計画に機構による建築物の耐震診断及び
耐震改修の実施に関する事項を記載した都道府県の区域内において、機構は、独立行政法人都市再生機構法 
（平成十五年法律第百号）第十一条 に規定する業務のほか、委託に基づき、政令で定める建築物（同条第
三項第二号 の住宅又は同項第四号 の施設であるものに限る。）の耐震診断及び耐震改修の業務を行うこと
ができる。  
 
（公社の業務の特例）  
第十五条  第五条第三項第三号の規定により都道府県耐震改修促進計画に公社による建築物の耐震診断及び
耐震改修の実施に関する事項を記載した都道府県の区域内において、公社は、地方住宅供給公社法第二十一
条 に規定する業務のほか、委託により、住宅の耐震診断及び耐震改修並びに市街地において自ら又は委託
により行った住宅の建設と一体として建設した商店、事務所等の用に供する建築物及び集団住宅の存する団
地の居住者の利便に供する建築物の耐震診断及び耐震改修の業務を行うことができる。  
２  前項の規定により公社の業務が行われる場合には、地方住宅供給公社法第四十九条第三号 中「第二十一
条 に規定する業務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び建築物の耐震改修の促進に関する法律（平
成七年法律第百二十三号）第十五条第一項に規定する業務」とする。  
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（独立行政法人住宅金融支援機構の資金の貸付けについての配慮）  
第十六条  独立行政法人住宅金融支援機構は、法令及びその事業計画の範囲内において、認定建築物である
住宅の耐震改修が円滑に行われるよう、必要な資金の貸付けについて配慮するものとする。  
 
第六章 耐震改修支援センター  
（耐震改修支援センター）  
第十七条  国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の実施を支援することを目的として民法 （明治
二十九年法律第八十九号）第三十四条 の規定により設立された法人その他営利を目的としない法人であっ
て、第十九条に規定する業務（以下「支援業務」という。）に関し次に掲げる基準に適合すると認められる
ものを、その申請により、耐震改修支援センター（以下「センター」という。）として指定することができ
る。  
一  職員、支援業務の実施の方法その他の事項についての支援業務の実施に関する計画が、支援業務の
適確な実施のために適切なものであること。  

二  前号の支援業務の実施に関する計画を適確に実施するに足りる経理的及び技術的な基礎を有するも
のであること。  

三  役員又は職員の構成が、支援業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。  
四  支援業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって支援業務の公正な実施に
支障を及ぼすおそれがないものであること。  

五  前各号に定めるもののほか、支援業務を公正かつ適確に行うことができるものであること。  
 

（指定の公示等）  
第十八条  国土交通大臣は、前条の規定による指定（以下単に「指定」という。）をしたときは、センターの
名称及び住所並びに支援業務を行う事務所の所在地を公示しなければならない。  
２  センターは、その名称若しくは住所又は支援業務を行う事務所の所在地を変更しようとするときは、変
更しようとする日の二週間前までに、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。  
３  国土交通大臣は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならない。  
 
（業務）  
第十九条  センターは、次に掲げる業務を行うものとする。  
一  認定事業者が行う認定建築物である特定建築物の耐震改修に必要な資金の貸付けを行った国土交通
省令で定める金融機関の要請に基づき、当該貸付けに係る債務の保証をすること。  

二  建築物の耐震診断及び耐震改修に関する情報及び資料の収集、整理及び提供を行うこと。  
三  建築物の耐震診断及び耐震改修に関する調査及び研究を行うこと。  
四  前三号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。  
 

（業務の委託）  
第二十条  センターは、国土交通大臣の認可を受けて、前条第一号に掲げる業務（以下「債務保証業務」と
いう。）のうち債務の保証の決定以外の業務の全部又は一部を金融機関その他の者に委託することができる。  
２  金融機関は、他の法律の規定にかかわらず、前項の規定による委託を受け、当該業務を行うことができ
る。  
 
（債務保証業務規程）  
第二十一条  センターは、債務保証業務に関する規程（以下「債務保証業務規程」という。）を定め、国土交
通大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。  
２  債務保証業務規程で定めるべき事項は、国土交通省令で定める。  
３  国土交通大臣は、第一項の認可をした債務保証業務規程が債務保証業務の公正かつ適確な実施上不適当
となったと認めるときは、その債務保証業務規程を変更すべきことを命ずることができる。  
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（事業計画等）  
第二十二条  センターは、毎事業年度、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に係る事業計画及び
収支予算を作成し、当該事業年度の開始前に（指定を受けた日の属する事業年度にあっては、その指定を受
けた後遅滞なく）、国土交通大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様と
する。  
２  センターは、毎事業年度、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に係る事業報告書及び収支決
算書を作成し、当該事業年度経過後三月以内に、国土交通大臣に提出しなければならない。  
 
（区分経理）  
第二十三条  センターは、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる業務ごとに経理を区分して整理
しなければならない。  
一  債務保証業務及びこれに附帯する業務  
二  第十九条第二号及び第三号に掲げる業務並びにこれらに附帯する業務  
 

（帳簿の備付け等）  
第二十四条  センターは、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に関する事項で国土交通省令で定
めるものを記載した帳簿を備え付け、これを保存しなければならない。  
２  前項に定めるもののほか、センターは、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に関する書類で
国土交通省令で定めるものを保存しなければならない。  
 
（監督命令）  
第二十五条  国土交通大臣は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認めるときは、
センターに対し、支援業務に関し監督上必要な命令をすることができる。  
 
（報告、検査等）  
第二十六条  国土交通大臣は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認めるときは、
センターに対し支援業務若しくは資産の状況に関し必要な報告を求め、又はその職員に、センターの事務所
に立ち入り、支援業務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させるこ
とができる。  
２  前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければな
らない。  
３  第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。  
 
（指定の取消し等）  
第二十七条  国土交通大臣は、センターが次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を取り消すこと
ができる。  
一  第十八条第二項又は第二十二条から第二十四条までの規定のいずれかに違反したとき。  
二  第二十一条第一項の認可を受けた債務保証業務規程によらないで債務保証業務を行ったとき。  
三  第二十一条第三項又は第二十五条の規定による命令に違反したとき。  
四  第十七条各号に掲げる基準に適合していないと認めるとき。  
五  センター又はその役員が、支援業務に関し著しく不適当な行為をしたとき。  
六  不正な手段により指定を受けたとき。  

２  国土交通大臣は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。  
 
第七章 罰則  
第二十八条  第七条第四項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査
を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、五十万円以下の罰金に処する。  
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第二十九条  次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。  
一  第十条又は第二十六条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者  
二  第二十四条第一項の規定に違反して、帳簿を備え付けず、帳簿に記載せず、若しくは帳簿に虚偽の
記載をし、又は帳簿を保存しなかった者  

三  第二十四条第二項の規定に違反した者  
四  第二十六条第一項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者  
五  第二十六条第一項の規定による質問に対して答弁せず、又は虚偽の答弁をした者  
 

第三十条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に
関し、前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても各本条の刑を科す
る。  
 
附 則 抄  
（施行期日） 
１  この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  
（機構の業務の特例に係る委託契約を締結する期限） 
２  第十四条の規定により機構が委託に基づき行う業務は、当該委託に係る契約が平成二十七年十二月三十
一日までに締結される場合に限り行うことができる。  
 
附 則 （平成八年三月三一日法律第二一号） 抄  
（施行期日） 
１  この法律は、平成八年四月一日から施行する。  
 
附 則 （平成九年三月三一日法律第二六号） 抄  
（施行期日） 
１  この法律は、平成九年四月一日から施行する。  
 
附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。  
 
附 則 （平成一七年七月六日法律第八二号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この法律は、平成十九年四月一日から施行する。  
 
附 則 （平成一七年一一月七日法律第一二〇号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  
 
（処分、手続等に関する経過措置） 
第二条  この法律による改正前の建築物の耐震改修の促進に関する法律（次項において「旧法」という。）の
規定によってした処分、手続その他の行為であって、この法律による改正後の建築物の耐震改修の促進に関
する法律（以下「新法」という。）の規定に相当の規定があるものは、これらの規定によってした処分、手
続その他の行為とみなす。  
２  新法第八条及び第九条の規定は、この法律の施行後に新法第八条第一項又は第九条第一項の規定により
申請があった認定の手続について適用し、この法律の施行前に旧法第五条第一項又は第六条第一項の規定に
より申請があった認定の手続については、なお従前の例による。  
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（罰則に関する経過措置） 
第三条  この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  
 
（政令への委任） 
第四条  前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。  
 
（検討） 
第五条  政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法の施行の状況について検討を加え、
必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。  
 
附 則 （平成一八年六月二日法律第五〇号） 抄  
（施行期日） 
１  この法律は、一般社団・財団法人法の施行の日から施行する。  
（調整規定） 
２  犯罪の国際化及び組織化並びに情報処理の高度化に対処するための刑法等の一部を改正する法律（平成
十八年法律第   号）の施行の日が施行日後となる場合には、施行日から同法の施行の日の前日までの間
における組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（平成十一年法律第百三十六号。次項にお
いて「組織的犯罪処罰法」という。）別表第六十二号の規定の適用については、同号中「中間法人法（平成
十三年法律第四十九号）第百五十七条（理事等の特別背任）の罪」とあるのは、「一般社団法人及び一般財
団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号）第三百三十四条（理事等の特別背任）の罪」とする。  
３  前項に規定するもののほか、同項の場合において、犯罪の国際化及び組織化並びに情報処理の高度化に
対処するための刑法等の一部を改正する法律の施行の日の前日までの間における組織的犯罪処罰法の規定
の適用については、第四百五十七条の規定によりなお従前の例によることとされている場合における旧中間
法人法第百五十七条（理事等の特別背任）の罪は、組織的犯罪処罰法別表第六十二号に掲げる罪とみなす。 
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資料６．建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成七年十二月二十二日政令第四百二十九号） 
最終改正：平成一九年八月三日政令第二三五号 

 
内閣は、建築物の耐震改修の促進に関する法律 （平成七年法律第百二十三号）第二条 、第四条第一項 から
第三項 まで及び第十条 の規定に基づき、この政令を制定する。 
 
（都道府県知事が所管行政庁となる建築物）  
第一条  建築物の耐震改修の促進に関する法律 （以下「法」という。）第二条第三項 ただし書の政令で定め
る建築物のうち建築基準法 （昭和二十五年法律第二百一号）第九十七条の二第一項 の規定により建築主事
を置く市町村の区域内のものは、同法第六条第一項第四号 に掲げる建築物（その新築、改築、増築、移転
又は用途の変更に関して、法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定により都道府県知事の許可を必要と
するものを除く。）以外の建築物とする。  
２  法第二条第三項 ただし書の政令で定める建築物のうち建築基準法第九十七条の三第一項 の規定により
建築主事を置く特別区の区域内のものは、次に掲げる建築物（第二号に掲げる建築物にあっては、地方自治
法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十七の二第一項 の規定により同号に規定する処分に
関する事務を特別区が処理することとされた場合における当該建築物を除く。）とする。  
一  延べ面積（建築基準法施行令 （昭和二十五年政令第三百三十八号）第二条第一項第四号 に規定す
る延べ面積をいう。）が一万平方メートルを超える建築物  

二  その新築、改築、増築、移転又は用途の変更に関して、建築基準法第五十一条 （同法第八十七条第
二項 及び第三項 において準用する場合を含む。）（市町村都市計画審議会が置かれている特別区にあっ
ては、卸売市場、と畜場及び産業廃棄物処理施設に係る部分に限る。）並びに同法 以外の法律並びにこ
れに基づく命令及び条例の規定により都知事の許可を必要とする建築物  

 
（多数の者が利用する特定建築物の要件）  
第二条  法第六条第一号 の政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。  
一  ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する運動施設  
二  診療所  
三  映画館又は演芸場  
四  公会堂  
五  卸売市場又はマーケットその他の物品販売業を営む店舗  
六  ホテル又は旅館  
七  賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎又は下宿  
八  老人短期入所施設、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの  
九  老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの  
十  博物館、美術館又は図書館  
十一  遊技場  
十二  公衆浴場  
十三  飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するもの  
十四  理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗  
十五  工場  
十六  車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合いの用に
供するもの  

十七  自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設  
十八  保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建築物  
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２  法第六条第一号 の政令で定める規模は、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定
めるものとする。  
一  幼稚園又は保育所 階数が二で、かつ、床面積の合計が五百平方メートルのもの  
二  小学校、中学校、中等教育学校の前期課程若しくは特別支援学校（以下「小学校等」という。）、老
人ホーム又は前項第八号若しくは第九号に掲げる建築物（保育所を除く。） 階数が二で、かつ、床面
積の合計が千平方メートルのもの  

三  学校（幼稚園及び小学校等を除く。）、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所又は
前項第一号から第七号まで若しくは第十号から第十八号までに掲げる建築物 階数が三で、かつ、床面
積の合計が千平方メートルのもの  

四  体育館 床面積の合計が千平方メートルのもの  
 

（危険物の貯蔵場等の用途に供する特定建築物の要件）  
第三条  法第六条第二号 の政令で定める危険物は、次に掲げるものとする。  
一  消防法 （昭和二十三年法律第百八十六号）第二条第七項 に規定する危険物（石油類を除く。）  
二  危険物の規制に関する政令 （昭和三十四年政令第三百六号）別表第四備考第六号に規定する可燃性
固体類又は同表備考第八号に規定する可燃性液体類  

三  マッチ  
四  可燃性のガス（次号及び第六号に掲げるものを除く。）  
五  圧縮ガス  
六  液化ガス  
七  毒物及び劇物取締法 （昭和二十五年法律第三百三号）第二条第一項 に規定する毒物又は同条第二
項 に規定する劇物（液体又は気体のものに限る。）  

２  法第六条第二号 の政令で定める数量は、次の各号に掲げる危険物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定
める数量（第六号及び第七号に掲げる危険物にあっては、温度が零度で圧力が一気圧の状態における数量と
する。）とする。  
一  火薬類 次に掲げる火薬類の区分に応じ、それぞれに定める数量 
イ 火薬 十トン 
ロ 爆薬 五トン 
ハ 工業雷管若しくは電気雷管又は信号雷管 五十万個 
ニ 銃用雷管 五百万個 
ホ 実包若しくは空包、信管若しくは火管又は電気導火線 五万個 
ヘ 導爆線又は導火線 五百キロメートル 
ト 信号炎管若しくは信号火箭又は煙火 二トン 
チ その他の火薬又は爆薬を使用した火工品 当該火工品の原料となる火薬又は爆薬の区分に応じ、そ
れぞれイ又はロに定める数量 

二  消防法第二条第七項 に規定する危険物 危険物の規制に関する政令 別表第三の類別の欄に掲げる
類、品名の欄に掲げる品名及び性質の欄に掲げる性状に応じ、それぞれ同表の指定数量の欄に定める数
量の十倍の数量  

三  危険物の規制に関する政令 別表第四備考第六号に規定する可燃性固体類 三十トン  
四  危険物の規制に関する政令 別表第四備考第八号に規定する可燃性液体類 二十立方メートル  
五  マッチ 三百マッチトン  
六  可燃性のガス（次号及び第八号に掲げるものを除く。） 二万立方メートル  
七  圧縮ガス 二十万立方メートル  
八  液化ガス 二千トン  
九  毒物及び劇物取締法第二条第一項 に規定する毒物（液体又は気体のものに限る。） 二十トン  
十  毒物及び劇物取締法第二条第二項 に規定する劇物（液体又は気体のものに限る。） 二百トン  
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３  前項各号に掲げる危険物の二種類以上を貯蔵し、又は処理しようとする場合においては、同項各号に定
める数量は、貯蔵し、又は処理しようとする同項各号に掲げる危険物の数量の数値をそれぞれ当該各号に定
める数量の数値で除し、それらの商を加えた数値が一である場合の数量とする。  
 
（多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがある特定建築物の要件）  
第四条  法第六条第三号 の政令で定める建築物は、そのいずれかの部分の高さが、当該部分から前面道路の
境界線までの水平距離に、次の各号に掲げる当該前面道路の幅員に応じ、それぞれ当該各号に定める距離を
加えたものを超える建築物とする。  
一  十二メートル以下の場合 六メートル  
二  十二メートルを超える場合 前面道路の幅員の二分の一に相当する距離  
 

（所管行政庁による指示の対象となる特定建築物の要件）  
第五条  法第七条第二項 の政令で定める特定建築物は、次に掲げるものとする。  
一  体育館（一般公共の用に供されるものに限る。）、ボーリング場、スケート場、水泳場その他これら
に類する運動施設  

二  病院又は診療所  
三  劇場、観覧場、映画館又は演芸場  
四  集会場又は公会堂  
五  展示場  
六  百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗  
七  ホテル又は旅館  
八  老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの  
九  博物館、美術館又は図書館  
十  遊技場  
十一  公衆浴場  
十二  飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するもの  
十三  理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗  
十四  車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合いの用に
供するもの  

十五  自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設で、一般公共の用に供される
もの  

十六  保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建築物  
十七  幼稚園又は小学校等  
十八  老人ホーム、老人短期入所施設、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの  
十九  法第七条第二項第三号 に掲げる特定建築物  

２  法第七条第二項 の政令で定める規模は、次に掲げる特定建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め
るものとする。  
一  前項第一号から第十六号まで又は第十八号に掲げる特定建築物（保育所を除く。） 床面積の合計が
二千平方メートルのもの  

二  幼稚園又は保育所 床面積の合計が七百五十平方メートルのもの  
三  小学校等 床面積の合計が千五百平方メートルのもの  
四  前項第十九号に掲げる特定建築物 床面積の合計が五百平方メートルのもの  
 

（報告及び立入検査）  
第六条  所管行政庁は、法第七条第四項 の規定により、前条第一項の特定建築物で同条第二項に規定する規
模以上のものの所有者に対し、当該特定建築物につき、当該特定建築物の設計及び施工に係る事項のうち地
震に対する安全性に係るもの並びに当該特定建築物の耐震診断及び耐震改修の状況に関し報告させること
ができる。  
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２  所管行政庁は、法第七条第四項 の規定により、その職員に、前条第一項の特定建築物で同条第二項に規
定する規模以上のもの、当該特定建築物の敷地又は当該特定建築物の工事現場に立ち入り、当該特定建築物
並びに当該特定建築物の敷地、建築設備、建築材料及び設計図書その他の関係書類を検査させることができ
る。  
 
（独立行政法人都市再生機構の業務の特例の対象となる建築物）  
第七条  法第十四条 の政令で定める建築物は、独立行政法人都市再生機構法 （平成十五年法律第百号）第
十一条第三項第二号 の住宅（共同住宅又は長屋に限る。）又は同項第四号 の施設である建築物とする。  
 
附 則 抄  
（施行期日） 
１  この政令は、法の施行の日（平成七年十二月二十五日）から施行する。  
 
 
附 則 （平成八年三月三一日政令第八七号） 抄  
 この政令は、平成八年四月一日から施行する。  
 
 
附 則 （平成九年八月二九日政令第二七四号）  
 この政令は、都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律の施行の日（平成九年九月一日）から施行す
る。  
 
 
附 則 （平成一一年一月一三日政令第五号）  
 この政令は、建築基準法の一部を改正する法律の一部の施行の日（平成十一年五月一日）から施行する。  
 
 
附 則 （平成一一年一〇月一日政令第三一二号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この政令は、地方自治法等の一部を改正する法律（平成十年法律第五十四号。以下「法」という。）
の施行の日（平成十二年四月一日。以下「施行日」という。）から施行する。  
 
（許認可等に関する経過措置） 
第十三条  施行日前に法による改正前のそれぞれの法律若しくはこの政令による改正前のそれぞれの政令の
規定により都知事その他の都の機関が行った許可等の処分その他の行為（以下この条において「処分等の行
為」という。）又は施行日前に法による改正前のそれぞれの法律若しくはこの政令による改正前のそれぞれ
の政令の規定によりこれらの機関に対してされた許可等の申請その他の行為（以下この条において「申請等
の行為」という。）で、施行日において特別区の区長その他の機関がこれらの行為に係る行政事務を行うこ
ととなるものは、別段の定めがあるもののほか、施行日以後における法による改正後のそれぞれの法律又は
この政令による改正後のそれぞれの政令の適用については、法による改正後のそれぞれの法律若しくはこの
政令による改正後のそれぞれの政令の相当規定によりされた処分等の行為又は申請等の行為とみなす。  
２  施行日前に法による改正前のそれぞれの法律又はこの政令による改正前のそれぞれの政令の規定により
都知事その他の機関に対し報告、届出その他の手続をしなければならない事項で、施行日前にその手続がさ
れていないものについては、別段の定めがあるもののほか、これを、法による改正後のそれぞれの法律又は
この政令による改正後の政令の相当規定により特別区の区長その他の相当の機関に対して報告、届出その他
の手続をしなければならない事項についてその手続がされていないものとみなして、法による改正後のそれ
ぞれの法律又はこの政令による改正後のそれぞれの政令の規定を適用する。  
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（職員の引継ぎ） 
第十四条  施行日の前日において現に都又は都知事若しくは都の委員会その他の機関が処理し、又は管理し、
及び執行している事務で施行日以後法律又はこれに基づく政令により特別区又は特別区の区長若しくは特
別区の委員会その他の機関が処理し、又は管理し、及び執行することとなるもの（次項において「特定事務」
という。）に専ら従事していると認められる都の職員（以下この条において「特定都職員」という。）は、施
行日において、都において正式任用されていた者にあっては引き続き当該特別区の相当の職員に正式任用さ
れ、都において条件付採用期間中であった者にあっては引き続き条件付きで当該特別区の相当の職員となる
ものとする。  
２  施行日前に、地方自治法第二百五十二条の十七第一項の規定に基づき特別区の区長又は委員会若しくは
委員が特定事務の処理又は管理及び執行のため派遣を求め、その求めに応じて六年以内の期間を定めて施行
日から派遣することとされた特定都職員は、前項の規定にかかわらず、その派遣の期間が満了する日の翌日
において、都において正式任用されていた者にあっては引き続き当該特別区の相当の職員に正式任用され、
都において条件付採用期間中であった者にあっては引き続き条件付きで当該特別区の相当の職員となるも
のとする。  
３  前二項の規定により引き続き条件付きで特別区の相当の職員となる者の当該特別区における条件付採用
期間には、その者の都における条件付採用期間を通算するものとする。  
４  特定都職員でその引継ぎについて第一項又は第二項の規定により難いものをいずれの特別区が引き継ぐ
かについては、都知事と各特別区の区長とが協議して定めるものとする。  
 
（罰則に関する経過措置） 
第十五条  この政令の施行前にした行為及びこの政令の附則において従前の例によることとされる場合にお
けるこの政令の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  
 
 
附 則 （平成一一年一一月一〇日政令第三五二号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この政令は、平成十二年四月一日から施行する。  
 
 
附 則 （平成一六年六月二三日政令第二一〇号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この政令は、建築物の安全性及び市街地の防災機能の確保等を図るための建築基準法等の一部を改
正する法律（平成十六年法律第六十七号）附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日（平成十六年七月一日）
から施行する。  
 
 
附 則 （平成一八年一月二五日政令第八号）  
 この政令は、建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成十八年一月二十
六日）から施行する。  
 
 
附 則 （平成一八年九月二六日政令第三二〇号）  
この政令は、障害者自立支援法の一部の施行の日（平成十八年十月一日）から施行する。  
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附 則 （平成一九年三月二二日政令第五五号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この政令は、平成十九年四月一日から施行する。  
 
（罰則の適用に関する経過措置） 
第三条  この政令の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  
 
 
附 則 （平成一九年八月三日政令第二三五号） 抄  
（施行期日） 
第一条  この政令は、平成十九年十月一日から施行する。  
 
（罰則に関する経過措置）  
第四十一条  この政令の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
 
 


